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Ⅲ　たたかいの指標と具体的進め方

１．自治労北海道本部組織強化と組織拡大の
取り組み

　道本部は、賃金・労働条件の改善はもとより、質の高い公共サービスを提供し、より良い地域づくりを進めること、そして、公正な労働基準の確立をはかることをめざし、文字通りの地域公共サービス産別への着実な前進をはかるため、地方本部・単組と一体となって組織強化・拡大の取り組みを進めます。

	


【単組・総支部の機能強化】
１．単組・総支部は自治労運動推進の最前線です。すべての運動は単組・総支部からであり、分会をはじめ職場からの単組活動の活性化をめざすとともに、「単組・総支部18の到達目標項目」の具体的実践を粘り強く追求します。

２．多様な職種、男女比、年代などを考慮し、バランスのとれた運動体制をつくります。また、活動家育成・教育に取り組みます。

３．「組合が動いてくれている」という実感を多くの組合員が持てるよう、職場オルグなどを開催し日頃から組合員の声を吸い上げるとともに、賃金・労働条件改善のため、単組の交渉力と問題解決能力の向上をめざします。また、日常的に労使協議の場を積極的に設け、賃金・労働条件に関わる事前協議制の確立をはかるとともに政策、制度課題にも積極的に取り組みます。

４．交渉結果や労使協議の内容は、速やかに組合員に情報提供を行います。要求実現のための集会・署名・ストライキ批准投票など諸行動を丁寧に取り組むとともに、ストライキを配置して、団体交渉を行い、前段各種戦術に取り組みながら諸要求が実現できる職場体制を構築するとともに、産別統一闘争に結集します。

【地方本部の機能強化】

５．単組・総支部との日常的な連携を密にし、「職場で何が起きているか」を常に把握し、問題解決を図るための素早い取り組みと支援体制を確立します。また、活動の集約を行い、先進事例の紹介・普及を進めます。

６．対総合振興局・振興局・町村会との交渉機能を強化し、地方本部内の労使基準づくりに取り組みます。また、単組間格差の是正に向けた取り組みを進めます。

７．組織強化のために非専従を含めた日常的な単組・総支部オルグ体制をつくりあげ、指導力を強化します。

８．執行委員会・専門部の活動強化のため、専従・非専従の任務分担と責任体制を明確にします。

９．地方本部組織強化方針を再確認し、その実現に向けた取り組みを強化します。

10．連合地協運動に積極的役割を果たすとともに平和運動フォーラム地域協議会に結集し、地域共闘の強化に取り組みます。

【道本部の機能強化】

11．産別統一闘争への結集力を高めるため、地方本部、単組・総支部に対して、組織指導・対策・連携を強化するとともに、迅速な情報提供を進めます。

12. 産別統一闘争や重大な合理化攻撃に対して、地方本部、単組・総支部との連携・指導強化をはかります。

13．対道・総合振興局・振興局・市長会・町村会・退職手当組合などとの交渉機能を強化し、地本・単組間格差の是正に向けた取り組みを進めます。

14. 自治労北海道本部の中長期的な運動・財政等も含め検討する「組織強化委員会」を引き続き設置します。

15. 地方本部との意思疎通をはかるために、合同専従者会議を開催します。また、春闘期、確定期並びに各地方本部別集会に役職員は積極的に参加します。

16. 連合北海道に結集するとともに、北海道平和運動フォーラムや市民団体・各種運動団体との連携を強化して、統一した政策・制度要求の実現に取り組みます。

　

【臨時・非常勤等職員の不安定雇用職員のたたかい】

17. 恒常的業務に任用される臨時・非常勤等職員の法的地位の明確化と処遇改善を求めて運動を進めます。

18. 運動の推進にあたっては、①非常勤職員の諸手当支給制限に関する制度改正（地方自治法改正）、②パート労働法の趣旨の地方公務員への適用、③地方自治体における任期の定めのない短時間勤務職員制度の実現に重点を置いて取り組みを進めます。

19. 春闘期（２～３月）・確定期（９～11月）における、要求書の提出、労使交渉を行い、安定雇用、賃金・労働条件の向上にむけて、自治体単組と連携した主体的な取り組みを追求します。

20. 道本部臨時・非常勤等職員連絡会議は、定期総会兼交流集会、幹事会を開催し、運動方針の意思統一と点検、交流・学習を行うとともに、未組織の仲間の参加を積極的に呼びかけます。

21. 本部や連合等が主催する非正規等関連の集会に積極的に参加し、運動の交流と安定雇用、均等待遇に向けた積極的な意見反映を行います。

【公共サービス民間労組のたたかい】

22. 公共サービスの質を維持・向上させることと、委託等関連職場の労働者の賃金・労働条件を向上させるために、委託内容、委託費等についてのチェックを自治体単組と連携して取り組み、2011年度予算に反映させます。

23. 連合や自治体単組と連携して公契約条例制定の取り組みを強化します。

24. 指定管理者制度は、公募選定による雇用不安や、ダンピングによる賃金への影響が大きいという制度上の問題点が明らかになっていることから、地方自治法244条の２の５の改正と総務省通知の項目変更・追加を求める取り組みを強めるとともに、当面、非公募による継続指定を求めて自治体単組と連携した取り組みを進めます。

25. 春闘期をはじめとする各闘争期には、要求書を作成、提出し、労使交渉による決着をめざして「同一価値労働・同一賃金」、「公正労働基準」の原則に基づき、賃金交渉を進めます。

26. 自治体単組との連携を強化し、「事前協議・同意協定」の制度化、「雇用保障協定」を追求することとし、不当労働行為を許さず安心して働き続けられる職場づくりを進めます。

27. 定年延長、再雇用制度などの高齢者継続雇用制度の確立、退職金の切り下げを阻止し、改善を進めます。

28. 道本部公共サービス民間労組協議会は、定期総会、幹事会、全道交流集会などを開催し、運動方針の意思統一と点検、交流・学習を行い、運動の前進をはかります。

【臨時・非常勤等職員、公共サービス民間労働者の組織化】

29. 公共サービスの質の維持と向上を進め、関連する全労働者の雇用安定、待遇改善を進めるために自治体臨時・非常勤等職員や公共サービス民間労働者の組織化を強力に進めます。

30. 道本部は、臨時・非常勤等職員の組織化のため基礎資料を各地方本部・単組・総支部と連携して作成し、組織化を推進します。

31. 道本部は、臨時・非常勤等職員の組織化に際し、中央本部の「重点単組指定」を積極的に活用し、中央本部・道本部が一体となって組織化を推進します。

32. 小規模の公共サービス民間職場においては、一人から加入できる「福祉ユニオン」、「環境施設ユニオン」と連携して組織化を進めます。

33. 地区連合直加盟組合の産別所属促進を進めるために、当該労組、自治体単組との連携を進め、自治労結集を働きかけます。

【消防職員の組織化】

34．団結権獲得を視野に入れ、道本部・地方本部・単組・道消協が連携し消防職員の組織化に積極的に取り組みます。すでに道消協加盟の単協を結成している消防本部では、引き続き単協の組織率向上に取り組みます。道消協加盟の単協のない消防本部については、消防職員の自主組織の結成と道消協加盟を進めます。

35．道本部・地方本部・単組は、「消防職員組織化対策委員会」を設置し、消防本部の情報収集や組織づくりのためのキーパーソンの発掘に取り組みます。

36．組織化にあたり当局などの理解を得るために、首長・消防長・議会対策を推薦議員と連携し行います。また、首長および各級議員の推薦を決定する場合には、消防職員の団結権などの重要課題に関する政策協議を行い、理解を求めるよう取り組みます。

37．消防職員との信頼関係を構築し組織化していくためには時間も労力もかかります。このため、単組・地方本部などで開催する組織化に向けた学習会やオルグなどに対して必要な支援を行います。

38．道本部は、期間を限定した消防組織化担当者の配置について、そのあり方を含めて検討します。

【学校栄養士連絡会議の取り組み】

39．学校栄養職員にとって大きな転換期となった学校栄養教諭制度が導入されて4年が経過しました。学校栄養士連絡会議として、全道学習会を開催するとともに、栄養教諭制度導入後の課題解決に向け取り組みを進めます。また、一人でも多くの学校栄養職員・栄養教諭の自治労への結集をめざします。

【道消協の取り組み】

40．消防職員委員会の民主的運営と実効性確保に努力し、職員委員会制度を活用するため、道消協と連携して単組・地方本部・道本部は一体となって取り組みを支援します。

41．道本部は道消協と連携して、対道交渉を強化し、道議団との連携もはかり、消防職員委員会の民主的運営・実効性を確保するとともに、消防職場の労働条件の向上をはかります。

42．単組は単協と連携をはかり、自治体当局との交渉を進めます。また、自主組織づくりと、消防職員委員会の活性化の推進を基礎に、法制度上の労働基本権確立に向けて、道消協と連携して取り組みます。　

【退職者会の取り組み】

43．道本部は、組合員の生涯にわたる生活確保をはかるため、北海道自治体退職者会と連携し、その活動を支援します。

44．退職者会未組織単組における退職者の組織化をはかるため、道本部退職者会に個人加盟制度を活用し、出身単組を超えた地域での退職者会組織づくりを支援します。

【組織拡大体制づくりと行動の推進】

45. 道本部は「組織強化拡大行動委員会」を設置し、公共サービスの充実・発展をめざして自治労の社会的影響力を確保するため、組織拡大と地域公共サービス産別建設の取り組みを強め、道本部－地方本部－単組・総支部「総がかり」を合言葉に組織拡大運動を展開し、道本部全体の組織活性化につなげます。

46. すべての地方本部は「組織強化拡大行動委員会」を設置し、地方本部と単組・総支部が組織拡大の取り組みを推進する体制を整備して、地方本部毎に１カ所以上の組織化目標と具体的な行動計画を設定し、組織拡大の取り組みを実践します。

47. 組織拡大運動を飛躍的に発展させるには、とりわけ自治体単組の組織拡大活動に対する積極的かつ主体的な取り組みの決意が必要です。しかし、多くの自治体単組において、行政組織内部で働く臨時・非常勤等職員や地域で公共サービスを担っている公社・財団・事業団、委託先の労働者などをともにたたかう仲間として受け止める意識が広がっていません。そのことが、結果として弱い立場の労働者の差別につながり、自らの運動を孤立化させることにもなります。

　道本部は、職能三評議会、公共民間労組協議会、臨時・非常勤等職員連絡会議、北海道福祉ユニオン、北海道環境施設ユニオンと連携して、あらゆる機会を通じた地方本部・単組・総支部へのオルグ・点検活動を通じて、道本部に結集するすべての単組・総支部が、組織拡大を自治労運動の柱として強力に進められるような支援を行います。

48. 道本部は、自治労に個人加盟できる受け皿としての「北海道福祉ユニオン」、「北海道環境施設ユニオン」、「じちろう労働相談ダイヤル（フリーダイヤル）0120-768-068」を活用した労働相談を多面的重層的に展開して組織拡大活動を引き続き推進します。

【未加盟・未組織対策】 

49．全国町村評議会のアクションプログラムに基づき、道本部・地方本部・町村連が連携し、早期加盟を進めます。

50．未組織自治体については、地方本部・町村連・市町村共済議員と連携をはかりながら、早期組合結成と自治労加盟を同時にめざします。
51. 加盟にあたっては、賃金・労働条件の課題とともに、制度・政策課題についての支援・指導体制を強化します。また、加盟の呼びかけとあわせて、自治労共済への加入拡大の取り組みを進めます。

52．未加盟単組・未組織自治体を対象とした学習機会を設けるとともに、全国町村職総決起集会への積極的参加を呼びかけます。

【未加入・脱退者の加入促進】 

53．組織率の低い単組に対して、未加入者・脱退者の個別原因調査を行い、対策を含めた丁寧な組織化の取り組みを進めます。

54．未加盟・未組織自治体との合併によって組織率が低い単組にあっては、道本部・地方本部と連携し、加入促進をはかります。

【未組織職場の加入促進】

55．未組織職場（福祉・医療職場など）への対策は道本部として組織化の条件などを検討することとあわせて、単組執行部が積極的に職場オルグ等を進めます。

【新規採用者の加入促進】

56．新規採用者に対して、単組は未加入者ゼロ運動を展開します。４～５月を加入促進月間とし、青年部と連携し、加入促進をはかります。

【再任用者の加入促進】

57．すべての再任用者の加入に向けて、制度発足の経過と趣旨をふまえて、制度・運用の改善と自主福祉事業の活用を柱に、組織化を進めます。

【組織競合対策】 

58．全労連・自治労連の競合組織を抱える根室市職労・旭川市病労の組織拡大の取り組みを支援します。 

59．臨時・非常勤等職員など全ての公共サービスを担う職場における、全労連・自治労連による新たな分裂策動を認めず、組織強化・拡大を進めます。

【学校事務職員の組織化】

60. 学校事務職員のさらなる自治労結集に向けて、「自治労北海道教育ネットワーク（教育ネット）」と連携して未加盟単組組織化と加盟単組の組織率向上の取り組みを進めるとともに、学校教育の充実に向け、対道諸要求の実現をはかります。

【一部事務組合・広域連合の組織化】

61. 一部事務組合職員・広域連合職員の雇用保障の確立や組織化に向けて、地方本部・単組と連携し取り組みを進めます。

【新たな経営形態に対する取り組み】

62．地方独立行政法人化などの新たな経営形態などに対応する組織対策を進めます。

【社会保険職員労働組合に対する組織対応】

63．全国社会保険職員労働組合北海道支部は、日本年金機構の発足にともなって2010年３月６日に解散し、ねんきん機構労組北海道地方本部・協会けんぽ労組北海道分会および社保庁から厚生労働省に移った職員（非常勤職員を含む)の自治労厚生労働省職員労働組合の連合体組織である自治労社会保険関係労働組合連合北海道地方本部（社保労連北海道）が同日結成されました。

　自治労社会保険関係労働組合連合（社保労連）は中央本部直加盟ですが、道本部は社保労連北海道との日常的な連携を密にして社保労連の組織強化を支援します。
２．男女がともに担う自治労北海道づくり
	　男女平等参画は経済・社会・組織の持続可能性の基盤であり、男女の基本的人権・労働権を保障し、より良い社会の実現に向けた要です。男女平等参画はいまや、あらゆる分野・領域で国際社会の奔流となっており、道本部もこの間、女性の自治労運動への参画促進に取り組んできました。

　雇用労働者さらには組合員比率においても約４割が女性であり、女性がすべての分野に参画することは、社会の発展や自治労運動の活性化のために不可欠であり、男女平等参画をめざす運動として男女平等産別統一闘争の取り組みを進めてきました。地方本部・単組においての位置づけは定着しつつありますが、具体的な課題解決に向けた取り組みが広がっていないのが実態です。

　男女平等の理念の中では「性別役割から女性も男性も脱却する」という意識改革です。道本部・地方本部・単組・総支部は、男女がともに担う自治労北海道計画の理念を再認識し、組織の意識改革をはかり、運動の前進をはかっていかなければなりません。

　今後も「男女がともに担う自治労北海道第３次計画」を着実に推進していくため、基本組織はもとより各補助組織と連携し、これからの自治労運動づくりに向けた取り組みを進めます。


【男女がともに担う自治労北海道第３次計画の推進】
１．引き続き道本部組織強化委員会内に「男女がともに担う自治労北海道推進委員会（以下、男女とも委員会）」を設置し、人材発掘、育成という組織強化の視点での委員会運営を行います。

２．男女とも委員会は、第３次計画の実施状況の検証、調査・分析を行い、課題を浮き彫りにすることから、その克服に向けて具体的な運動の提起、実践を行います。

３． 男女とも委員会として組合員への啓発活動の強化、道本部が主催する集会・セミナーなどの内容や参加体制についての連携強化から、運動の前進と活動家育成を行います。

【道本部の取り組み】

４．地方本部、単組で活発な活動が行われるように情報を収集・発信し、計画の推進にむけ道本部として積極的に支援し推進します。

５．「参加したくなる」ことをめざした「参加型」の運営を意識した会議・集会などの環境整備・運営方法を検討し、同時に「参加しやすい」日程設定・早期周知などに配慮し取り組みます。

【単組・地方本部の取り組み】

６．地方本部における推進母体を設置して、定期的な会議の開催をめざします。

　また、地方本部での運動推進計画の策定と実践をとおして、単組・総支部での推進母体の設置をめざします。

７．地方本部・単組・総支部において、「男女がともに担う自治労北海道計画」の達成に向けた取り組みを進めます。取り組みにあたっては、女性役員の人数や配置を検討し、その拡大に向けて取り組みを進めます。

【男女平等産別統一闘争】

８．道本部としては、男女平等社会実現のための通年闘争であることを基本に、①雇用における男女平等の推進のため、さらに職場における雇用平等に向け、自治体・雇用主要求を行うこと、②制度・政策における男女平等の推進に向けた政策提言などに取り組み法制度・社会環境の整備、③労働組合への男女平等参画という３つの重点課題をあげ取り組みます。

９．闘争は、春闘をスタートとし、各闘争に結びつけ具体的な要求・交渉を実施する中から産別統一闘争として確立をはかります。

　また、男女平等産別統一闘争のより一層の定着・推進のため、中央本部の山場である６月には、統一行動日と連動して「１単組・１企画」の取り組みを追求します。

10．男女平等産別統一闘争の総括から、単組での具体的な実践につながるよう、道本部春闘討論集会の課題別分科会に引き続き議論する場を設置し、さらなる取り組みの強化をはかります。

11．北海道、市長会、町村会等への申し入れなど道本部・地方本部・単組における一体の運動を展開し取り組みます。
３．賃金・労働条件の維持改善と労働基本権の
確立
	　2012年から新しい公務労使関係制度が開始することを踏まえ、今後１年間を「自律的労使関係」を構築するための準備期間と位置づけ、「要求－交渉－妥結」のサイクルの確立など非現業職員の労働協約締結権回復に向けて全力で取り組みます。

　春闘における民間賃金相場引き上げ－人事院勧告期－賃金確定という賃金闘争サイクルを確立し、統一的な水準への到達をはかります。自治体関連民間労組もこれと連携して取り組みます。

　臨時・非常勤等職員など非正規労働者の賃金・労働条件について、常勤労働者との均等待遇に基づく改善をめざします。入札制度改革・適正な委託費の確保を賃金闘争と並行して進めるとともに、自治体最低賃金の取り組みを進めます。

　新たな人事評価制度をめぐっては、原則導入に対しては反対の立場ですが、仮に協議に応ずる場合は４原則２要件を備えた制度として、十分な労使交渉・協議、合意に基づき決定するよう取り組みます。

　地域給与の導入と給与制度見直しが2010年をひとつの締めくくりとなりました。これらを検証するとともに、自治労は新たな到達闘争の目標設定を行いました。道本部としてこれに基づく到達闘争の構築を推進します。さらに、団体交渉を中心とした賃金決定システムへの転換（2012年）を念頭に、中央労使交渉における自治体職員の標準的給与の合意と確立にむけた基盤を整備します。また、この間技能労務職賃金が人件費削減のための主要なターゲットとされていることから、その問題点を指摘し、現業職員の労働条件の一方的な切り下げを許さない取り組みを推進します。

　また、自治体財政を理由とした独自削減に対しても本来の水準を確保すべく交渉を強化します。同時に、段階的な定年制延長に向けての取り組みや共済組合、福利厚生など様々な課題に対して、取り組みを展開していきます。


　

【自律的労使関係の確立に向けた取り組み】

１．国家公務員制度改革基本法および「公務員制度改革に係る工程表」に基づき、2012年から新しい労使関係制度が開始することを踏まえ、当面する１年間を「自律的労使関係」を構築するための準備期間と位置づけます。道本部・単組は、非現業職員の労働協約締結権回復にむけ、以下の取り組みを推進します。

①　中央本部が作成した「労働協約を中心とした地方公務員の労使関係のあり方」および公務労協「団体交渉の在り方に関する研究会」の「最終報告」に関する学習を進め、新しい労使関係制度のあり方に関する理解を促進します。また、「労働協約」に関する単組段階での理解の促進に向け、中央本部が作成する「モデル労働協約指針（仮）」を基に学習会を組織します。

②　「労使双方が責任を持って妥結する」という労働協約締結権の意義を認識し、春闘期・確定期を中心に、「要求－交渉－妥結」のサイクルを確立します。その際、非現業職員の「書面協定権」を活用し、妥結結果の書面化の取り組みを推進します。現業・公企においては、協約締結権付与後の労使交渉のあり方を実践するよう地公労法第７条で規定する事項（交渉の範囲）を最低達成目標として、協約締結の取り組みを進めます。また、自治体当局に対して、労組法第７条第２号を踏まえた誠実交渉義務の確認を徹底する取り組みを進めます。

③　人事院（人事委員会）勧告の廃止、民間賃金実態調査の廃止または大幅簡素化に備え、民間賃金動向の把握のため、既存の統計資料の活用や地方連合会と連携した地場賃金調査の実施を追求します。

④　労基法の適用範囲の拡大を想定し、「過半数組合」または「過半数を代表する者」による「労使協定」に関する各自治体単組での理解を促進します。労基法の適用範囲の拡大を想定しながら、管理職や非正規労働者を含む職員の過半数を組織をめざします。

⑤　人勧制度が廃止され自治体労使交渉を基礎とする賃金・労働条件決定システムに変わることなどから、未加盟・未組織自治体に対する集中的なオルグ・自治労結集を推進します。

２．連合・公務労協に結集し、ＩＬＯ勧告を踏まえた消防職員に対する団結権の付与や公務員全般に対する争議権の回復を求めます。

３．労使関係制度改革における北海道段階での課題について、連合北海道と連携し、以下の通り対応します。

①　現政府における法案の策定・国会への提出状況などを踏まえ、地方公務員に関する詳細な制度設計に積極的に参加・意見反映します。

②　制度設計をめぐる政治の動向に引き続き留意します。

③　マスコミ、地方三団体等、全労連傘下を含む他の地公産別への対応を進めます。

４．自律的労使関係の措置にともなう労使関係の見直しについて、労働基本権問題対策委員会を引き続き設置し、労働組合として主体的に以下に取り組みます。

①　判例法理に即した労使自治のあり方を示した「手引き」を自治労本部で策定する予定ですので、これをもとに北海道段階での交渉・協議の進め方など具体的な検討を行います。

②　職員の賃金・労働条件や労使関係に関する、一部首長による一方的かつ行き過ぎた「情報公開」の動きに対しては、労使合意を原則としながら、個人情報保護法に基づくプライバシー保護を遵守させます。一方で、地方公務員の賃金・労働条件等への誤解等の解消に向けて、積極的な情報公開・広報活動を推進します。

③　管理職等の範囲拡大に反対するとともに、自治体当局・人事委員会・公平委員会交渉を強化します。 

【自治労賃金闘争の基本的な考え方】
５. 賃金闘争の推進にあたっては、以下を基本に、社会的横断賃金形成にむけた基盤を整備します。

①　地域公共サービス民間労働者全体の賃金改善のため、国民春闘に積極的に参画し、相場への波及力を重視した役割を積極的に担います。

②　臨時・非常勤等職員などの賃金格差の是正を最重要課題と位置づけ、連合北海道に結集して、最低賃金の引き上げとともに均等待遇原則に基づく処遇改善に取り組みます。

③　自治体賃金闘争については、引き続き、勧告制度に基づく給与決定システムのもとでとりわけ一時金の地域格差の反映については、国公水準を最低限とした取り組みを基本に進めます。

④　自治労本部が提起する新たな到達目標を踏まえ、新たな到達闘争を展開します。同時に自治体職員の標準的給与の確立に向けた取り組みに全力をあげます。

６．社会的横断賃金の形成をはかるため、以下の考え方を基本に標準的な生計費を確保し、賃金格差の是正と公正な賃金配分の実現に取り組みます。

①　公務と民間・職種・雇用形態等の違いによる賃金格差を是正するため、地域労働運動への積極的な参画を通じて、最低賃金の引き上げ、均等待遇原則に基づく処遇改善に取り組みます。

②　同一価値労働・同一賃金の原則に基づく公正な労働と配分の実現をめざす連合運動を主体的に取り組みます。

③　労使の交渉によって、自らの賃金・労働条件を決定する普遍的な原則の確立に取り組みます。

【賃金闘争の具体的な取り組み】
７．春闘期―人勧期―確定期を年間賃金闘争サイクルとし、それぞれにおいて賃金要求と重点目標を設定し、ストライキを含む大衆行動を配置して取り組みを進めます。原則として確定期を終期とします。

８．賃金闘争は、確定期を焦点として春闘期を出発点に人勧期の取り組みを通して、具体的な推進をはかります。

①　春闘をたたかうにあたっての準備段階には、「春闘アンケート」を全組合員対象に実施しながら、春闘討論集会において春闘をたたかう意義等議論を行い、その結果に基づく道本部要求案を中央で行われる諸会議で意見反映します。最終的な道本部統一要求額については、自治労の決定に基づくこととします。基本的には、賃金要求額により、対自治体交渉を実施することとし下記のとおり取り組みます。

ア　公正な賃金を実現するため、到達要求基準を設定し、すべての単組でその確保に取り組みます。

イ　具体的な要求基準については、年齢ポイントごとの到達基準を設定し、その実現をはかります。

	新たな到達目標（ポイント賃金）

30歳　244,615円、35歳　298,390円、
40歳　351,443円


ウ　同時に、情報開示を進めることにより、地域公共サービス労働者をはじめとする同職種の民間労働者への波及を進め、社会的な公正労働と横断賃金の形成をめざします。

エ　道本部は、道本部統一行動指標を設定し、全道統一闘争に取り組みます。

オ　道本部・単組は、統一要求書に基づく要求書を自治体当局・人事委員会・経営側に提出し、春闘期回答を求めます。労組法適用の単組は、春闘期決着をめざします。

カ　道本部・単組は、連合北海道・連合各地協に結集し、自治労の横断的役割を重視する立場から、地域民間労働者と連携した取り組みを進めます。

キ　公務員連絡会に結集し、全国統一行動等に参加します。

ク　道本部春闘討論集会は、討論コース・学習コースなどの区分を行い、男女共同参画や公共民間サービスなどの課題別分科会の設置など、内容を豊富化させて取り組みます。

ケ　ストライキ批准投票は、ここ３年間全国平均を下回る結果となっていますので、労働協約締結権の付与を展望して、重点地方本部・単組を定める等全国平均を上回るよう、取り組みの意義や投票行為の徹底をはかります。

②　人勧期は次の通り取り組みを進めます。

ア　公務員連絡会に結集し、人事院に対する民間賃金相場を踏まえた人勧期要求実現のため諸行動に結集し、公務員の生活の維持・防衛につながる給与勧告の実現をめざします。

イ　各地本・単組は、十分な労使交渉・協議の期間を保障する闘争サイクルを確立するため、早期の闘争体制の確立を準備します。

③　北海道および札幌市人事委員会勧告期は次の通り取り組みを進めます。

ア　道本部は、地公三者共闘、札幌市労連共闘と連携し、北海道および札幌市人事委員会勧告が道内市町村へ影響を及ぼすとの認識に立って、人事委員会交渉を重視した取り組みを進めます。

イ　各地本、単組は、地公三者の提起する諸行動に積極的に参加し、確定闘争に向けた要求づくりと、闘争態勢の確立をはかります。

ウ　勧告内容によっては、単組段階での交渉を有利に展開させるため、重点的に交渉を早めて行う単組を各地方本部ごとに定めるなど、交渉配置時期の前倒しも検討しながら取り組みを進めます。

④　確定期は次の通り取り組みを進めます。

ア　各地方本部・単組は、自治体確定闘争を人事院勧告・人事委員会勧告後速やかに開始し、十分な労使交渉・協議を通じて労使合意と書面協定に基づく給与条例等の改正を求めます。

イ　各地方本部・単組は、団体交渉による自主的・主体的な賃金決定の重要性を踏まえ、各地方本部・ブロック内の交流・連携を強化し、交渉力の強化をはかります。

ウ　道本部は、重点指標の設定、確定ヤマ場にいたる統一交渉日の設定、対道・市長会・町村会等との交渉を進め、道本部統一闘争として取り組みを進めます。また、７市労連・10都市会議を開催し、市町村単組の交渉促進をはかります。

エ　総務省・道市町村課による自治体に対する労働条件の決定事項への介入阻止に取り組みます。

オ　各単組は、賃金確定闘争段階までにおいて次年度の予算、財源確保に向けて取り組みを進めます。

⑤　当初予算闘争については、各自治体単組の事情として賃金確定闘争までに次年度の福利厚生予算など決着をはかっている単組が大多数を占めているため、結集する単組が非常に限られてきています。従って、一連の課題について賃金確定闘争までに整理をはかることとし、当初予算闘争については自治労道本部の統一闘争として提起はしないこととします。なお、各年度によって重点課題などがある場合は、基本的には個別課題の闘争方針を立てて、必要な場合に統一闘争として提起することとします。

【４）給与制度見直し後の取り組み】
９．給与制度見直し後の取り組みについては、賃金労働条件実態調査の結果の集約に基づき、各単組の到達水準を把握・分析するとともに、これまでの目標（給料表７級以上、到達級５級以上）を踏まえ、引き続き賃金水準の改善・到達闘争を構築します。

①　給料表は７級以上をめざします。

②　組合員の到達級は５級以上とします。

③　級別格付け基準など昇格・昇給基準の短縮・改善をはかります。

④　制度完成までの昇給抑制措置を実施している単組は、その解除・復元を要求します。

⑤　単組は各級の最高号俸到達者の実態を踏まえて、号俸の増設を要求します。

10．新たな人事評価制度に対しては、引き続き、給与制度との連動に反対します。また、提案が避けられない場合は「人事評価制度単組交渉の５つの指針」（2007年２月道本部中央委員会決定）にもとづき、十分な労使協議、交渉、合意を前提として取り組みます。さらに、各自治体での制度導入について調査を行い、人事評価制度に対する取り組みの交流を行います。

①　国家公務員の実施状況を見極め、拙速に導入しないこと。

②　人事評価制度は労使交渉事項であることを確認し、一方的な導入は行わせないこと。

③　人事評価制度は原則として人事任用に活用すること。

④　人事評価の結果は賃金制度と直結しないこと。

⑤　具体的な制度は「４原則・２要件」を担保すること。

【独自削減に対する取り組み】
11．自治体財政健全化法や財政危機を理由とした賃金抑制提案に対しては、すべての単組で財政分析を実施し、客観的な指標による事務・事業の評価と見直しを進め、責任の明確化と労使交渉・協議に基づく財政再建をはかるとともに、財政難を口実とする賃金抑制を許さない取り組みを強化します。協約締結権が回復されるまでは、現在の人事院（委）勧告制度に基づく賃金決定システムを踏まえつつ、少なくとも説明義務、譲歩の意思の存在、資料提供義務を満たす誠実交渉を履行させる取り組みを強化します。

　また、組織内・協力議員との連携のもと、労使決着事項が守られるよう取り組むと同時に、当局側の一方的強行に対しては、議会闘争を取り組むこととします。

【現業・公企職員給与の見直しに対する取り組み】
12．ここ数年議論された「技能労務職員の給与に関わる基本的考え方に関する研究会」の最終報告に対して、現業・公企職員の賃金決定や労使自治に不当な干渉に利用されないように監視が必要です。また、自治労本部に設置した研究会の議論方向も注視しなければなりません。

　道本部は現業・公企職員の給与に見直しについて、①労働協約主義に基づき、交渉決定を優先すること、②民間給与との比較に際しては、職務内容の十分な分析や勤続年数・年齢などの決定要素の条件を揃えて同種・同等の比較を行うこと、③国の行政職俸給表（二）を各自治体に押しつけるものではないこと等を重視して交渉・協議を進めていきます。

【特別交付税削減への対応】
13．人件費に係る特別交付税の削減には、人事委員会勧告制度の尊重、勤務条件条例主義、地方交付税制度の中立性などの観点から、反対の立場で取り組みます。特に、寒冷地手当に係る2010年度の減額措置の段階的引上げの課題やラス指数平均を下回る自治体の制度調整等についても中央本部に結集し、対策を強めます。

【自治体職員の標準的給与の確立】
14．公平な公務サービスの提供と目的達成、職務と責任の同一性、自治体間で類似の職種のあるべき給与などとの関係から、労働協約締結権の確立後も展望し、中央段階における労使交渉による「自治体職員の標準的給与」の確立をめざします。また、賃金・諸手当などの労働条件については、公務員連絡会と全国知事会・市長会・町村会等との交渉・協議、合意を前提として取り組むこととします。
【臨時・非常勤職員、公共サービス民間労働者の処遇改善を進め、自治体最低基準を確立する取り組み】
15．2008年に出された非常勤職員の給与決定の指針に基づき、非常勤職員等の位置づけや雇用確保を前提とし、正規・常勤との均等待遇に基づく改善を以下のとおり求めます。

①　各職場の臨時・非常勤等職員の実態を踏まえ、その任用根拠の明確化と処遇改善を進めます。同時に、不当な雇い止めを許さない取り組みを進めます。

②　2009年５月の総務大臣答弁を活用し、勤続に伴う水準の引き上げ、賃金表と定期昇給制度確立、通勤費の費用弁償、時間外割増報酬の確保など、臨時職員の賃金・諸手当・一時金の改善を進め、退職手当の支給を求めます。

③　非常勤職員については、同一職種・同一勤続年数の常勤職員の賃金に時間比例させる賃金水準の確立を求め、諸手当相当分の支給を確保します。

16．公共サービス労働者の公正労働基準を確立するため、以下の取り組みを進めます。

①　公社・事業団の統廃合、競争入札による委託企業の変更に対し、雇用維持をはかるために、自治体の使用者責任を明らかにした「雇用保障」や「雇用継続」の協定を自治体、当該事業団体、労組の連名で締結する取り組みを進めます。

②　自治体で働くすべての労働者、公共サービス民間労働者の処遇確保・公正労働の実現のため、地区連合・連合地協と連携して、「安さを追求する価格入札から、公共サービスの質の向上と自治体政策に資する入札」への改革を進めます。公正労働・雇用継続・障害者雇用・男女平等参画など社会的価値の実現に資する公契約条例の制定に向け、地方連合会や連合地協と連携した取り組みを一層強化します。

③　ＩＬＯ94号条約（公契約）の批准に取り組みます。

【地域最低賃金確立の取り組み】
17．道本部は、連合北海道とともに、早急に生活保護費との乖離解消と雇用戦略対話ワーキンググループでの最低800円確保をめざして取り組みます。そのため、地方最低賃金審議会の決定する地域別最低賃金の大幅引き上げと早期改定を求め、労働基準局・経営者団体に働きかけます。

18．2008年７月１日より罰則が強化されたことから、自治体に対して広報などによる最低賃金額の周知と違反の一掃を求めると同時に、最低でも各自治体が関連する部門において、最低賃金法違反を出さない取り組みを進めます。あわせて地域最賃違反の企業の摘発を行うとともに、国・自治体の監督体制、行政指導の強化を要求します。

【退職手当制度見直しに対する取り組み】
19．道本部は、総務省の新たな公務員制度としての年金の仕組みの見直しの動向を踏まえ、自治労・公務員連絡会に結集し、現行の退職手当の水準の維持とともに、新たな年金部分を含む退職給付の総額確保の実現に取り組みます。

20．各単組は、退職手当財源を確保するため、年次別の退職者の動向を把握し必要な退職手当総額の推計を行い、退職手当基金の計画的な積み立てをはかるよう求めます。また、道本部は北海道市町村退職手当組合に対しても制度の安定的運営を求めます。

21．退職手当債の申請等にかかわる不当な賃金合理化の強要(特に自宅所有者の住居手当等)に対して、対総務省、対道への対策を取り組みます。

【地方公務員共済制度確立の取り組み】
22．公的年金制度の一元化にともなう新たな公務員制度としての年金の仕組みの設計にあたっては、中央本部・公務労協に結集し、総務省対策・交渉を強化します。

23．「被用者年金制度の一元化等をはかるための厚生年金保険法等の一部を改正する法律案」に対しては、引き続き「『新たな公務員制度としての年金の仕組み』の制度設計に係る要請書」（2006年12月公務労協）に基づき、①新たな仕組みの機能を明確にすること、②制度運営には組合員の参加と関与を確保すること、などの実現に向けた対応をはかります。また、パート労働者の適用対象範囲の拡大など、雇用の多様化に対応した公平・公正な社会保険制度の構築に向けて、連合・公務労協と連携した国会対策の強化をはかります。道本部としては厚生対策委員会を開催し、これらの課題について全体的な情勢把握を行うとともに、必要な対応策について検討・方針化します。

24．地方公務員共済制度・事業について、性とライフスタイルに中立な制度設計を前提として、両立支援策や福祉事業などを充実するよう対策を進めます。具体的には、介護休暇全期間に関わる掛金の免除、育児休業・介護休暇に関わる休業給付金の支給水準・期間の改善、出産費・出産手当金の増額などを求めます。

【雇用保険制度．社会保険制度等にかかる取り組み】
25．公務員の雇用保険の適用に関しては、労働基本権の確立と労働諸法の適用関係などトータルな観点から検討を進めます。

26．自治体に雇用され、適用要件を満たす臨時・非常勤等職員の雇用保険・社会保険加入に取り組みます。

【福利厚生等の改善の取り組み】
27．自治体における福利厚生制度については、自治体の使用者責任を前提に労使協議に基づく事業内容の点検・拡充、必要な見直しを進めます。

　互助会・厚生会などの設置と運営の民主化や事業内容の点検、臨時・非常勤等職員の加入などについて、互助会・厚生会等の自主性・自立性を踏まえた取り組みをはかります。

28．定年以降の新たな就業に適応できる条件整備や退職準備プログラムの策定を求めます。

【民主的で公正・公平な人事制度を確立する取り組み】
29．地方分権の進展と公務における人事制度の見直しの状況を踏まえ、任用（採用・登用・配置）、分限・退職、能力開発（研修）、服務、評価制度を含むさまざまな人事制度について、公平・公正で民主的な基準の確立に向け、以下の取り組みを進めます。

①　人事・評価制度の民主的な改革

ア　ライン職に集中している権限と責任を分権・分散し、現場の職員の職務と役割を明確にする新たな人事制度を確立します。

イ　公平・公正な任用を実現するため、客観的な職務評価に基づく公正な任用基準を確立します。

ウ　人材育成と職業能力開発等の制度的な保障を求めます。

②　採用・登用・配置における男女間格差是正

ア　採用・登用・配置をはじめとする男女間の処遇上の格差を是正し、雇用の全ステージにおける男女平等の職場づくりを推進します。

イ　男女別の採用・登用・配置実態、賃金実態に関わる格差の実態と要因を労使間で共通認識し、女性職員の採用・登用・配置の拡大計画の進捗状況の点検を進め、女性の採用・登用・配置の改善の取り組みを進めるとともに、これらに資する新たな評価制度を確立します。

③　雇用・任用制度の改革

ア　本格的短時間公務員制度の創設と一般職非常勤職員制度の整備に向け、地方公務員法などの改正に取り組みます。

イ　単組は、臨時・非常勤等職員の処遇改善に向け、労使交渉を進めます。

ウ　自治労モデル条例（案）をもとに自動失職の特例を定める分限特例条例の制定・改正に取り組みます。

エ　採用・任用に係る公平性、中立性を確保するため、公平委員会による競争試験および選考とこれらに関する事務の実施を求めます。

④　公務員採用・登用における国籍条項撤廃自治体職員の採用・登用における国籍条項については、公権力の行使等の任用基準を含め、すべての職種でその撤廃を求めます。同時に、募集要項に「国籍を問わない」ことを明記することを求めます。

【新たな高齢者雇用政策＝定年延長に対する取り組み】
30．公的年金の段階的支給繰り延べに対し、人事院においては、今年中に定年年齢を段階的に65歳まで引き上げる内容で「意見の申出」を行うことで作業が進められ、2010人事院勧告においては「制度骨格」が示されました。今後は年末までに確実に「意見の申出」を行うよう求めていくとともに、公務労協や自治労の考え方を反映するように交渉を強化していきます。同時にこれらの内容を全単組へ周知するとともに、60歳前後の給与水準や役職定年制など多くの検討課題があるため丁寧な議論づくりを行います。

31．高齢者再任用制度の対象年齢が2011年度から65歳となることから、雇用と年金の連携を重視する立場から希望者全員の雇用確保に取り組み、制度の条例化及びその実効をはかります。消防職員についても上記に準じた制度の運用を確保します。

32．公共サービス民間労働者についても、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の改正を踏まえ、勤務延長または再雇用制度の創設を求めます。

【職場における男女平等、ワークライフバランスの推進】
33．2007年12月18日に「憲章」と「行動指針」は策定されましたが、これらに対する政労使の見解・認識は必ずしも統一されているとは言い切れません。経済財政諮問会議からの提案により、将来的な労働力不足への対応のため政府主導で進められていることから、政府・経済界の主張する“ワーク・ライフ・バランスの実現”に左右されることなく、通年的な運動として取り組む必要があり、労働時間を短縮することによって、真の“ワーク・ライフ・バランスの実現”へ前進することとします。

34. 男女平等産別統一闘争の到達を踏まえ、職場における実質的な男女間格差の是正、ワーク・ライフ・バランスの推進に向けて、2010秋期・確定闘争に取り組みます。

①　各単組においては、本部作成の「レッツ・チャレンジ」（2008年４月改訂）などを参考に、採用・配置・登用、昇任・昇格の是正に取り組みます。

②　自治体等の「女性職員の採用・登用の拡大のための計画」については、「女性国家公務員の採用・登用の拡大に関する指針」（人事院）なども参考に、計画の策定と実行、改善を求めます。

③　育児休業の復職時調整の改善や育児短時間勤務、自己啓発等休業制度について、未導入の自治体においては条例化を取り組みます。また、育児休業法の改正、子の看護休暇の拡大、短期介護休暇の新設等についても、未整備の自治体においては同様に取り組みます。
４．雇用確保、時短・公正労働、人員確保の
取り組み

　財政権限を背景に、国は、自治体における公共サービスの縮小や職員の賃金・労働条件を一方的に方向づけ、地方自治および労使関係を蹂躙する深刻な状況が続いています。このような状況に対しては、対等・平等かつ安定した労使関係を確立し、労使の責任において、市民の多様なニーズに適確に応える公共サービスのあるべき方向性を確認し、職員の賃金・労働条件について決定する仕組みをつくることが必要です。このため、労働基本権のすべてを確立し、市民ニーズの変化や地方分権の進展などに対応した自治・分権型の民主的公務員制度の実現に取り組みます。

	


　

【雇用安定・確保の取り組み】

１．公務公共サービス職場において、規制改革や事業の見直しにより、民間委託やアウトソーシング、経営形態の多様化が進んでいます。このことによる分限解雇、雇い止めを許さず、行政責任の明確化と雇用の安定と雇用確保を最優先に取り組みます。

　また、入札改革と公契約条例制定の取り組みを通じて、指定管理・委託事業における継続雇用の保障に取り組みます。

２．公共サービス民間労働者の公正労働基準を確立するため、公社・事業団の統廃合、競争入札による委託企業の変更に対し、雇用維持をはかるため、自治体の使用者責任を明らかにした「雇用保障」や「雇用継続」の協定を自治体、当該事業団体、労組の連名で締結する取り組みを進めます。

３．委託先企業の労働者の雇用と労働条件を守るため、自治体の競争入札や指定管理者の選定に当たっては、落札企業・選定企業による雇用継承義務を契約条項に盛り込むよう要求します。また、委託労働者の賃金水準を確保するために、次年度の予算要求で、自治体に対し適正な委託費の確保を求めていきます。

４. 指定管理者の選定が二巡目に入っているため、制度の検証・見直しと抜本的な改正を要求します。

５．ＩＬＯ94号条約の考え方に沿って、公正な労働基準と最低賃金などの労働条項および社会的条項を盛り込んだ、公契約条例・要綱づくりなど、公契約と入札の制度改革を地方連合会や連合地協と連携し取り組みます。

【短時間公務員制度の創設とワークシェアリング実現にむけた取り組み】

６．労働時間を短縮し、仕事を分かち合うことによって雇用を創出し、仕事と生活の調和、職員個人の能力開発・自己実現に資することをめざし、柔軟かつ多様な働き方を選択できる仕組みを導入するため、雇用創出型・多様就業型ワークシェアリングの実現に取り組みます。

７．本人選択制を担保し、処遇については時間比例按分による均等待遇原則に基づく短時間公務員制度の実現に向け、地方公務員法などの改正に取り組みます。

【時間外労働縮減と権利休暇制度の拡充】

８．年間総労働時間1800時間の達成をめざし、人員確保の取り組みや安全衛生活動と連携して、事務・事業内容を点検・見直すとともに、実効ある時間外労働規制策、勤務時間管理策を労使で策定します。取り組みにあたっては以下の通り、労働時間短縮に関する計画の策定・実施・検証・改善の運動サイクルを確立し、労働時間の短縮を進めます。

①　年間総労働時間1800時間のモデルを以下の通りとします。

ア　所定労働時間　

　　１日7.5時間×240労働日＝1800時間

イ　時間外労働（休日労働を含む）　

　　年間150時間

ウ　年次有給休暇　

　　１日7.5時間×20日＝150時間

エ　年間総労働時間　

　　ア＋イ－ウ＝1800時間

②　職場におけるサービス超勤を一掃するため、実効ある時間外規制施策等を労使で協定化し、「ノー残業デー」など日常的な超勤縮減運動を取り組みます。また、必要な時間外予算を獲得します。

③　労働者の生涯設計に応じた休業制度、短時間勤務制度や各種休暇制度の新設・拡充に取り組みます。以下の制度については、公務における制度化を進めるとともに、民間職場でも積極的に取り組みます。あわせて人事院に対して、自己実現・社会貢献のための総合的休業制度の創設を求めます。

ア　修学部分休業制度、高齢者部分休業制度、自己啓発等休業制度

イ　リフレッシュ休暇、有給教育休暇

ウ　育児短時間勤務の制度化と育児部分休業制度の拡充

エ　育児・介護を行う職員の早出遅出勤務の制度化と時間外労働制限の徹底

【公正労働基準の確立と仕事と生活の調和をはかる取り組み】

９．パートタイム労働者および有期雇用労働者の均等待遇の確保をめざし、「パート労働者の均等待遇確保法」の制定に向け、連合に結集して取り組みます。

10．雇用の分野における男女の均等な機会と処遇を確保するため、現行の男女雇用機会均等法を改正し、間接差別の禁止やポジティブアクションの事業主への義務づけなどを規定する「男女雇用平等法」を制定する取り組みを連合に結集して進めます。

11．公正労働基準の確立、男女平等の推進、仕事と生活の調和をはかるため、ＩＬＯ175号条約（パートタイム労働）、111号条約（差別待遇禁止）、171号条約（夜業）、183号条約（母性保護）の早期批准に取り組みます。またＩＬＯ156号条約（家族的責任を有する労働者）、165号勧告に示された基準・施策を実現するとともに、ＩＬＯ100号条約（同一価値労働・同一賃金）の原則の実現に取り組みます。

12．労働者派遣法は、創設以来の規制緩和の流れを転換し、労働者保護の視点での改正に向けて論議が行われましたが、残念ながら廃案となりました。この数年間の動向を見ると、抜本的な改正が必要であったことから、今回の法案に対して一部課題はありつつも成立に向けて取り組みを進めてきました。引き続き、早期成立に向けて中央本部・連合とともに取り組みを強化します。また、労働組合の交渉権の否定や、労働諸法制の改悪の動きに反対していきます。

【人員確保の取り組み】

13．総務省調査では、2009年４月の地方公務員数は約2,855,106人で1975年の調査開始以来最小となりました。対前年比は過去最大の44,272人減で、ピークの1994年から15年連続して減少しています（15年間で累積427,386人の純減）。また、北海道段階では2009年４月１日で653人減の77,189人となっています。

　この結果、実労働時間が増大し、健康を害する職員が増えています。また、民間委託の拡大にとどまらず、多くの正規職員が臨時・非常勤等職員で置き換えられ、結果として臨時・非常勤等職員が60万人に至ると見込まれます。

　職場から要求を積み上げ、各単組での人員確保のたたかいと予算編成のたたかいを結びつけて取り組みます。

14．住民ニーズに基づく新たな行政需要に対応するため、仕事量・内容に見合った人員配置を基本とし、人員確保の取り組みを通年的に進めます。一方的な人員削減を許さず、年齢・男女別の職員構成に偏りのない採用の実施や計画の見直しを求めます。

15．計画的かつ効率的な公共サービスを提供しうる組織体制の確立に向け、次の取り組みを進め、事務・事業内容と人員確保・配置に関わる中期計画の策定を求めます。

①　客観的な指標に基づき自治体の事務・事業内容を点検・検証し、見直しを行います。

②　同時に、それを担いうる組織体制が確保されているかどうかについて点検・検証を行います。不払い残業を含む超過勤務実態、年休取得実態、臨時・非常勤等職員、派遣労働者の配置状況などを把握し、必要に応じて仕事量の調整や職員配置の見直しを行います。

③　さらに、職員体制やサービスの提供主体など、中長期的な公共サービスのあり方について、地域公共サービスの質を低下させない観点から、検討を進めます。

16．人員確保闘争はこの間、８月１日の新規採用者募集に向けた取り組みを重視し、６～７月期を闘争期間と設定して取り組みを進めてきました。

　しかし、この間①闘争の決着から採用募集までの期間が短く、闘争の結果が反映されづらいこと、②予算関連事項であるので、すでに予算が決定してしまってからの取り組みでは遅きに失していること、③人材を確保するために民間企業における内定が年々早められていること―などの課題が実態として浮き彫りになってきていました。

　これらを踏まえ、2011年度に向けて全体的な闘争スケジュールを見直し、闘争を強化できる体制を再確立することとします。
５．労働安全衛生体制確立の取り組み
	　年次有給休暇の取得日数は2009年４月調査で11.4日にとどまっています（総務省調査）。2009年４月の地方公務員総数は約285万5106人で1975年以来15年連続して純減。対前年比は、44,272人の純減です。北海道段階では7万7189人で653人減です。この結果、実労働時間が増大し、職場に多くの負荷がかかっている環境のなかで、自治体、民間を問わず、公共サービス職場での健康問題、セクシュアル・ハラスメントやパワー・ハラスメント等の問題が顕在化しています。また、自殺・過労死・メンタルヘルス不調で長期病欠となる労働者や、労働災害、公務災害も増え続けています。労働者一人ひとりの心身の健康が保持され、能力を発揮できるような快適な職場環境をつくるため、職場の労働安全衛生活動の活性化が、労働組合の交渉力の強化とともに、喫緊の課題となっています。

　リスクアセスメント・マネジメントに基づく労働安全衛生活動の推進を通じて、健康と安全の確保、公務災害・労働災害対策、快適職場づくりの実現をめざします。


　

【安全衛生体制の確立と快適職場づくり】
１．道本部－地方本部－単組が労働安全衛生についての情報共有や連携をはかるため、労働安全衛生ネットワークの確立と連携の強化をはかります。

①　道本部は労働安全衛生・職業病対策委員会での議論を通じて情報を発信します。具体的には、自治体安全衛生研究会発行の職場改善事例集などの情報周知や、具体的な職場改善事例の周知などで、労働安全衛生委員会で具体的に職場改善提案ができる材料を提供します。

②　例年通り、自治労安全衛生月間（７月）を取り組み、重点地方本部の設定、職場点検を取り組みます。前段に労働安全衛生講座（６月）を開催します。内容については労働安全衛生・職業病対策委員会で決定することとしますが、昨年同様に、ア）先進単組に学ぶ経験交流、イ）メンタルヘルス対策を柱とするとともに、関係法令の具体的な適用についても理解を深めることとします。

③　各地方本部が各単組の労安担当者と連携をはかり、地方本部単位での労働安全衛生対策委員会（協議会）の設置など、道本部―地方本部―単組が一体となった労働安全衛生ネットワ－クの構築と強化をはかるために、必要に応じて集会や学習会を開催します。

　具体的には、地方本部別労働者集会の開催時に、労働安全衛生に関する講座や、分科会の設定を行うなどして、単組の担当者や三役などの参加を呼びかけます。また、職場点検活動が各単組・職場で行なえるように支援行動を取り組みます。

④　各単組は執行部の中に安全衛生対策組織を設置し、安全衛生委員会活動を運動と位置づけながら、職場改善を目標とした日常の労働安全衛生活動を強化します。

２．安全衛生委員会の未設置・休眠職場については、活動の開始を含めて、道本部、単組が連携し、点検・サポート活動を進め、安全衛生委員会の活性化のため、年間計画を策定するなどの取り組みを進めます。

３．労働安全衛生委員会が設置されている場合は、委員会への女性の参画を促進し「男女がともに担う安全衛生活動」を確立します。また、健康診断や職場点検の対象に、臨時・非常勤等職員や派遣職員を含むとともに、公共サービス民間などの職場における労安体制の確立に取り組みます。

４．健康診断及び面接指導等の実施やその結果に基づく労働者の健康保持のため産業医の有効活用を求めるとともに、道本部としても中央本部や連合北海道と連携して、産業医の選任の支援を行います。

５．公契約における委託先労働者の安全と健康への配慮を公的機関に義務づけたＩＬＯ94号条約を踏まえ、委託元責任を明らかにし、委託職場・労働者の安全衛生確保に取り組みます。

６．メンタルヘルス対策は、特別の問題ではなく、誰にでも起こりうる問題として理解し、予防と職場復帰に力を入れた取り組みを行うことが重要です。第一義的には、当局責任を明確にして、取り組むこととしますが、道本部としても、「自治労メンタルヘルス対策指針（改訂版）」等を参考に、メンタルヘルス対策への積極的な情報提供などに取り組みます。

７．セクシュアルハラスメント・パワ－ハラスメントをはじめ、モラル・ハラスメントやいじめ対策について、使用者責任を明確にしつつ、情報提供や予防対策、相談窓口の設置と相談しやすい体制を構築することにより、被害者救済対策に取り組みます。

８．アスベスト対策については、今後被災者が増えることを想定し、退職者対策や相談窓口の設置、職場対策、総合的な対策を連合や関係団体・機関と連携して取り組みます。

【労働災害・公務災害をなくす取り組み】

９．労働災害・公務災害の災害補償制度の適用に即し、すべての労働者に平等に業務上の災害補償が受けられるよう取り組みます。同時に、災害補償制度の民営化を許さない取り組みを連合とともに進めます。

10．業務に起因すると判断できるすべての災害、疾病について災害認定請求に取り組みます。道本部は、中央本部・単組との連携を強め、認定闘争を通して、認定基準の改善と災害補償基金制度の民主的運営を求めます。

11．国会で継続審議となっていた行政不服審査改正法案は、第171回国会（2009年）が2009年７月21日、衆議院解散による審議未了により廃案となりましたが、総務省での見直し検討がされています。引き続き公務災害補償制度の形式化・形骸化に対して、連合・中央本部とともに、監視を強めます。

12．臨時・非常勤等職員について、条例に基づいた災害補償制度の対象となるよう、点検と指導を進めます。

13．災害補償の上積補償制度を確立させ、自賠責保険横並びの補償を求めます。

14．重大事故・災害の発生時には、現地調査も含めて原因究明を行うとともに、必要に応じて、労働基準監督署・道などとの交渉を行うなど、再発防止に向けた取り組みを、中央本部への意見反映も含めて進めます。

15．腰痛対策、指曲がり症、アスベスト対策・環境化学物質対策を引き続き強めます。とりわけ腰痛対策としての特殊健康診断や、指曲がり症の認定基準の改善、障害認定の拡充に取り組みます。また、過労対策を強め、循環器系疾患の認定範囲の拡大と過労死・自殺にかかる認定基準の見直しを求めます。
６．自治体改革運動と公共サービスの改革の
取り組み

　道本部は、自治体改革運動を通じて「安心・安全・信頼の地域社会の実現」と「公共サービスの再生」を掲げ、予算編成期・春闘期を中心に政策要求を行います。

	


　

【自治体改革運動の推進】
１．自治体改革運動は、公共サービスの質を高め、自治体政策を福祉や環境などの生活者優先の施策に転換させる運動として取り組まれているものです。公共サービスを担う労働組合として、「公共サービスの改革」、｢行政・仕事のあり方｣に積極的に関与し、地方政府としての自治体の公共サービス提供責任を明確にし、住民ニーズに即した自治体政策を確立します。

２．道本部は、北海道公務労協と連携し「公共サービス基本条例」に関する学習会やシンポジウムを開催し、自治体での「公共サービス基本条例」の制定を求めるため地域での署名活動に取り組みます。また、組織内議員とともに議会対策に取り組みます。

３．自治体が行う公契約をとおして社会的公正を促進するため、公正な労働基準を守る労働条項と、「安さを追求する価格入札」から「公共サービスの質の向上と社会的価値を重視した政策入札」への改革に取り組みます。また、この間の取り組みについて検証し公契約条例制定の課題を明確にし、今後の取り組みに生かしていきます。具体的には、連合北海道や関係団体等と連携しながら以下の取り組みを進めます。

①　中央本部が作成した「社会的価値の実現をめざす自治体入札・委託契約制度の確立にむけて」（手引き）を参考に、労働条項と社会条項を盛り込んだ自治体公契約条例・要綱等の制定に取り組みます。

②　総合評価方式に基づく自治体公契約ルールの改善を求めるため、労使協議や議会対策に取り組みます。

③　委託先労働者の公正労働を確保するため、すべての入札で「最低制限価格制度」「低入札価格調査制度」の適用を自治体に求め、特に、入札価格の大半が人件費からなる労務提供型の委託契約においては、「最低制限価格制度」の適用を求めます。

④　議会対策として行ってきた「公契約に関する基本法の制定を国に求める意見書」について、採択していない単組に対し取り組みを強化します。

４．道本部と各単組は、協力政党や各自治体議会の組織内議員に公契約条例の制定に向けて理解を求め、多数派づくりを進めます。また、首長選挙においても、推薦候補の公約に公契約条例の制定を盛り込むよう取り組みます。

５．先進的な自治体改革や自治体政策の実例などについては、随時、道本部｢政治政策情報｣として単組・総支部へ情報提供します。

【自治研活動の活性化】

６．自治研（地方自治研究）活動は、自治体改革運動の重要で効果的な基礎と位置づけ、道本部、地方本部、単組・総支部が一体となって自治研活動の活性化をはかります。また、道本部は北海道地方自治研究所と連携し、道本部・地方本部自治研推進委員会の機能強化と単組・総支部自治研活動の一層の推進をはかります。

７．中央本部が作成した「自治研の手引き」を活用しながら、労働組合と地域住民（団体）と連携しともに歩むまちづくりや政策提起、実践活動を重視した自治研活動に取り組みます。

８．第33年次地方自治研究全国大会（愛知自治研）に積極的に参加します。

９．地方本部は、単組・総支部の自治研活動を通じて地域団体および住民と連携し、地域の活性化に繋がるよう地方本部自治研集会の開催を追求します。

10．単組･総支部でのより一層の自治研活動・政策活動の推進をはかるため、｢月刊自治研｣や「北海道自治研究」を活用するなど、購読拡大に取り組みます。

11．食料基地である北海道農業・農村を育てるため、自治体農政と生産者をつなぐ農政研究ネットワークである、北海道｢農｣ネットワークの活動・活性化に向けて取り組みます。

【指定管理者制度見直しの取り組み】

12．指定管理者制度については、地方自治法244条２の５の改正、総務省通知の項目変更・追加や公契約条例制定を実現するために、公共サービス民間職場の実態をもとに中央本部に意見反映していきます。また、自治体単組は、指定管理者制度を受けている団体が、指定管理元となる自治体と労働条件などの交渉が実施できるよう、取り組みを進めます。

【環境保全と食の安全の確立】

13．道民の｢食｣の安全・安心を求めて「食・みどり・水を守る道民の会」に積極的に参加し、各種事業の取り組みを進めます。

【環境自治体づくりの取り組み】

14．環境主義に基づく自治体の確立をめざし、以下により「環境自治体づくり」の取り組みを進めます。持続可能の地域社会づくりをめざし、環境基本条例」や「環境基本計画」の策定・見直しなどに取り組みを進めます。

15．適正室内温度（夏期は28℃、冬期は20℃）設定」の推進をはかり、電力消費を節約し、温室効果ガスの排出を削減する着実な計画実行にむけ取り組みを進めます。

16．サマータイムの導入にあたっては、参加者の自主的な参加や時間外勤務の増加、不払い残業の拡大につながらないよう留意しつつ取り組みを進めます。

17．道本部・地方本部・単組・総支部は、再生紙利用やミスプリントの活用・節水・節電に努め、環境にやさしい職場づくりに取り組みます。

【循環型水行政の確立】

18．水源の開発は莫大な費用と長い年月を必要とします。現在のダム開発による水資源確保は、自然環境の破壊と水源開発に要するすべて使用者が負担する仕組みのなかで、多くの問題を抱えています。節水マニュアルなどを活用し、節水型社会の実現をめざすことが求められています。

19．水は、海洋、大気、陸地と自然の摂理に沿って絶えず循環しています。この連続した水循環を保全し、さらには流域単位とした総合的な管理をするためにも「水基本法」制定に向け、中央本部と連携して省庁要請行動を展開します。

20．合成洗剤の有害性を伝え、石けんに対して興味を持ってもらうための取り組みを進めるため、合成洗剤追放北海道連絡会の行事に積極的に参加し、いのちと環境を守る取り組みを行っていきます。

【環境保全型・資源環境型廃棄物行政の確立】

21．ダイオキシン類のさらなる削減や、産業廃棄物の不法投棄防止など、地域住民への不安解消、また安全で適正な処理がされるよう北海道・自治体への取り組みを強化します。
７．自治体財政確立と自治･分権の推進
　

　さらに、地域主権改革は“住民に身近な行政は、地方公共団体が自主的かつ総合的に広く担うようにするとともに、地域住民が自ら判断と責任において地域の諸課題に取り組むことができるようにするための改革”とし、活気に満ちた地域社会をめざしています。今後、行政のあり方が地域住民とともに大きく変わっていくことが予想されます。まずは労働組合が率先して、自治体財政をしっかり分析し、地域住民と課題や問題点を共有しながら、中長期的な見通しを含め地域・自治体政策の転換・改善を当局に対し要求・提案していく必要があります。

	


　

【自治体財政の確立と健全化への取り組み】
１．地方交付税制度の財源保障と財政調整機能を堅持・強化し、自治体の安定的財政運営に必要な一般財源の確保に向けて、職場決議や議会意見書決議を取り組みます。

２．道本部は、多くの自治体単組から財政分析の担い手を育成し、自治体の財政を継続的に分析するノウハウを取得するため「財政分析に強い自治体単組」をめざし、地方本部単位ごとの財政分析出前講座を開催します。

３．道本部｢2011年度自治体財政セミナー｣の開催し、自治体財政の歳出構造の見直し、財政健全化に取り組みます。

４．2009年度決算で早期健全化団体に該当した自治体単組や、財政健全化法に基づく「早期健全化計画」の策定義務が生じた自治体単組については、さらなる賃金合理化など厳しい提案については、十分な労使協議・合意を前提とし、将来展望の明確化と組合員の納得性を重視した取り組みを行います。

５．自治体財政の確立に向けた中央本部の取り組みに積極的に参加し、連合本部においても自治体財政は地方の国民的な課題として取り組みを進めるよう意見反映します。

６. 財政分析や財政悪化の原因を明確にしていくなかで、単組の具体的な政策づくりや労使交渉・協議に結び付けていく取り組みを進めます。具体的には、2011年度予算編成期に向けて「政策要求」を提出し議論を進めます。また、地本・単組と連携し、労働組合として自治体財政に具体的に取り組んでいくための課題を明らかにします。
【夕張市の財政再建に対する取り組み】

７．夕張市の財政再生計画が策定され、2010年４月からスタートしましたが、賃金の改善・人員の確保など課題が山積していることから、引き続き本部を通じて民主党との連携を強め対策を強化します。
【安心できる分権改革の推進】

８．2010年６月に閣議決定した「地域主権戦略大綱」を受けて、次のとおり中央本部に対し意見反映を行います。

①　国の義務付け・枠付けの見直しについては、不要な義務付けの縮小・廃止を求めつつ、社会保障分野においてはナショナルミニマムの確保を求めます。

②　基礎自治体への権限移譲については、北海道から市町村への権限・財源の移譲を補完性の原理に基づき協議と合意を通じて段階的に進めるよう求めます。

９．自治体の憲法でもある基本理念と諸政策の基本原則を定めた「自治基本条例」の制定について、組織内議員を中心に取り組みを進めます。

10．｢北海道行政基本条例｣を改定し、道民投票制度の導入と行政運営の透明性の確保をはかる「北海道自治基本条例」の制定に取り組みます。

【政策活動の推進】

11．2011年度「道政への要求と提言」では、10月に要求書を提出し、各専門部・評議会交渉を実施します。要求づくりの取り組みについて検証し、多くの地方本部・単組・組合員が参加する政策議論の活性化をめざします。

12．連合北海道による2011年度道政への「要求と提言」については、道本部として積極的に要求を行い、自治労課題の解決に向けて取り組みを進めます。

13．新年度の政府予算･政策に対しては、中央本部政策担当者会議や連合北海道政策委員会を通じて、意見反映を行います。

14．道本部、単組・総支部は、道本部政治フォーラムや連合推薦議員と連携し、自治労課題の解決に向けての自治体議会での意見書決議や自治体での政策活動を強化します。
８．社会保障制度改革の推進
	　政権交代から１年が経過しました。新政権では、社会保障費削減「１年2200億円を５年」はなくなり「2011年度予算概要要求で１兆3000億円の社会保障費の自然増は認められましたが、「小泉政権から続く市場万能」の負の遺産が、なおも残されています。住民が「いつでも」「どこでも」平等に医療・介護・福祉を受けられる社会保障制度の再構築が必要です。

　しかし、「地域主権改革」の文脈からは、「最低基準」の見直しや撤廃に踏み込み、社会保障財源の「一括交付金」化を提起するなど規制緩和に向けられた流れが継続しています。この間、社会保障の負担は住民に大きな負担を強いただけで、本来の社会保障のあり方とはかけ離れた制度となっています。そして、歳入拡大につながる税、さらに社会保障負担は、大企業や高所得者を優遇したままです。また、経済、雇用情勢は悪化し続け社会全体が活力を失っています。

　社会経済情勢の先行きが見えない今日こそ、市場原理主義から脱却し、あらためて医療・介護・福祉を中心とした社会保障制度構築に向け積極的な活動を展開し、住民が安心できる社会保障制度を再構築し、「いつでも」「どこでも」平等に医療・介護・福祉を受けられる社会保障制度確立に向け道本部、地方本部、単組、総支部が一体となった取り組みを進めます。


　
【公立病院改革対策と医療提供体制確立に向けた取組み】
１．地域における政策医療の提供や地域医療の充実・向上をはかるため、地域住民の声を十分に聞き、地本・単組・各地域連合等と協働し、地域医療の中核を担う公立病院の存続と地域医療の充実を基本に、北海道に対する交渉強化を進めます。

２．公立病院改革ガイドラインにより、自治体病院は2011 年度までの経常収支の黒字化を目標にしていることから、経営状況によっては再編・ネットワーク、運営形態の見直し論議が動き出す可能性があります。各地域における「地域に信頼される病院づくり」運動に向け、本部公立病院改革対策本部に結集し取り組みをすすめます。

【看護職場体制の充実強化に向けた取り組み】

３．看護職場の人材確保、離職防止対策強化に取り組み、本部衛生医療評がめざす「就労看護職員200万人体制実現」をめざすために、本部とともに関係団体と連携した取り組みをはかります。

４．看護職員等の処遇改善に向けた運動の構築が、24 時間体制で稼動する病院職員全体の利益にもなることから、看護職員等の労働条件・職場環境改善に向け本部とともに取り組みをすすめます。

５．医療安全と労働安全衛生の観点から長時間労働や２交代制夜勤に反対し、職場環境の改善と離職防止・人材確保に取り組みます。

【地域保健体制の確立に向けた取組み】

６．保健所や衛生研究所、地域保健に関わる運動に必要な人材育成・組織強化に向け組織実態把握を行い、地域保健活動の補強・強化がはかれるよう取り組みをすすめます。 

７．地方自治法の改正に伴い、保健所や地域保健センターが複数の自治体により共同設置されることが可能になっていることを踏まえ、自治体の動きなどを把握し、健康危機管理体制の充実に向けた取り組みを強化します。

【精神保健医療福祉の改革・拡充にむけた取り組み】

８. 地域における精神保健・医療・福祉の連携と、地域全体で精神障害者を支える社会・仕組みづくりに向けた取り組みを本部とともにすすめます。

【労働条件・環境改善に向けた取組み】

９．2012 年に診療報酬・介護報酬の同時改定がひかえていますが、その前に医療法等の改正が想定されることから、コ・メディカルなど医療法上の配置基準新設および現行配置基準の改善と診療報酬上における加算措置などを求める取り組みを本部とともにすすめます。

【福祉人材確保から処遇改善の取り組み】

10．福祉人材確保と定着に向け「福祉人材確保キャンペーン」を推進し、介護報酬改定以降、さらに、「介護職員処遇改善交付金」で介護職員の給与改善が実行されたかどうか検証し、2012年度介護保険改定時おける安定財源の確保に向け取り組み、対道交渉を実施しながら、報酬額の引き上げと賃金の配分基準の策定や職員配置基準の改善を国に求めていきます。

11．福祉労働者の「医療関連行為」問題の所在が曖昧なまま推移しています。解決に向け、報酬上の基準の明確化を求め、制度として実施可能とするため、法令に基づき透明化を図るため、当事者参加の検討の場と解決を、中央本部を通じ国に求めていきます。

【高齢者福祉・介護保険制度改革の取り組み】

12． 2012年度介護報酬・診療報酬同時改定に向け、医療・介護の機能強化を求め、運動を進めます。特に、2012年３月末の療養病床の再編に向け地域包括ケア体制の整備促進に取り組み、サービス提供責任者等の「常勤」要件緩和による影響で、サービスの質の低下や非正規化の促進を回避するため、2012年報酬改定における見直しに向け取り組みます。

【障害者福祉施策確立の取り組み】

13．障がい者権利条約の早期国内批准を求め、その実効性を確保する運動展開と、障害者差別禁止法の制定、および関係法令・施策の見直しに向け、運動を進めます。特に、障害者雇用の拡大や「合理的配慮」を含む就労支援策の拡充、障害者の所得保障や年金・手当等の改善や新たな社会手当等の創設を求めていきます。

14．雇用の拡大に向け、公務部門の障害者雇用の促進と障労連運動の強化をめざし、「北海道障がい福祉計画（第２期計画）」の実施状況を検証し、中央本部が行った「地方自治体における障害者枠採用試験実地状況に関する調査」を活かし、ＤＰＩ北海道ブロック会議などと連携し、「障害児・者の地域生活の確立」および「社会参加の保障」並びに「障害福祉サービス提供体制の充実」に向けて、対道交渉を実施します。

【子ども・家庭支援の取り組み】

15．道内の2009年度受理した児童虐待件数は1675件に上り過去最多を記録しています。虐待防止法など要保護児童支援施策の拡充に向け、児童相談所機能や市町村窓口の強化など、社会的擁護を必要とする子どもの人権と将来の社会的自立への支援の強化に取り組みます。

16．市場万能主義での「保育運営基準や、運営費の使途制限撤廃・緩和」に反対し、公的保育制度を守り、さらに地域・子育て支援機能強化に取り組みます。

17．「放課後子どもプラン」による学童保育事業の廃止を許さず、施設・設備の拡充、専任職員の処遇改善を求め、児童館機能の強化・充実に取り組みます。

18．「子どものためのナショナルミニマム・キャンペーン」を継続し、子どもの貧困問題や、保育所最低基準の改善及び放課後児童クラブ最低基準創設に向け中央本部と連携しながら取り組みます。

【生活保護改革の取り組み】

19．憲法の生存権理念に基づく最低保障の堅持を基本に、最低生活保障・最後のセ－フティネットとしての改革に取り組みます。

20．被保険者の自立を支援する積極的な自立支援策を展開するため、「雇用と住居を失った者に対する総合施策」の運用改善並びに実施体制の整備、専門性の向上・人材確保に向け取り組みます。

【女性の人権保障と相談・支援体制改善の取り組み】

21．ＤＶ防止法を踏まえ、女性援助センタ－等の相談支援機能や緊急保護機能の強化と連携する市町村の相談支援体制の整備をめざします。とりわけ、婦人相談員の専門性の向上と配置基準改善に取り組みます。

【福祉施設・社会福祉事業団・社協の取り組み】

22．指定管理者制度の更新時期に向け、事業団・社協職員の雇用・労働条件を守るため関係単組と連携し取り組みます。

　さらに、社会福祉施設の民間移譲方針に対しては、施設入所者の生活権利を守るために、特に移譲が決定段階にあっても、組合員や臨時・非常勤職員の雇用の確保を重点に取り組みます。

23．地域福祉の推進役としての市町村社会福祉協議会の機能強化に向けて取り組みます。委託事業の見直しや、縮小・廃止に対しては、自治労「社会福祉協議会あり方報告書」を活用し、自治体単組と連携し取り組みます。

【福祉労働者の雇用・労働条件改善の取り組み】

24．公民の職場を問わず臨時・非常勤等職員が増大しています。雇用・労働条件の抜本改善に向けて、組織化の取り組みを進めるとともに、賃金格差の解消・均等待遇の実現をめざして取り組みます。

【衛生医療評議会の組織強化と組合員の雇用を守る取り組み】

25．本部・道本部開催の各種集会・学習会等を通して評議会役員の育成に努め、情報発信と諸課題の解決に向けた運動と組織強化をはかります。

26．単組・地本衛生医療評議会は地方本部が開催する三評議会労働者集会に積極的に参加し衛生医療職場の、労働条件等向上に向け取り組みます。

【衛生医療評議会の共闘体制強化へむけた取り組み】

27．北海道医療との交流を深め連携を強化し、各地区医療の運動の活性化を促します。各種学習会も含め、官民一体となった地域医療充実と職場改善要求の活動を推進します。

28. 連合北海道「医療・福祉をまもる対策委員会」に積極的に参加し、自治労としての意見反映を行うとともに、保健・医療・福祉労働者のより広範な結集をめざす取り組みを進めます。

【社会福祉評議会の組織・活動の強化】

29．道本部幹事会等の機能強化、社会福祉評議会の全地方本部設置と組織的運営体制の強化・推進、道本部・地方本部合同で開催する三評議会労働者集会の開催に向け、積極的に取り組みます。

30．社会福祉施設や福祉事務所の民営化動向を踏まえ、道本部として学習会資料を作成するとともに、単組・職場単位で学習会を進めます。

31. 社会福祉労働者の運動の交流をはかるため「第21回全道保育集会」、「2011道本部介護集会」、「第10回福祉集会」、「2010社会福祉協議会あり方学習会」のほか、適宣学習会を行います。
９．憲法擁護、平和と人権を守るたたかい
　
	　日米安保条約締結から、50年が経過しました。マスコミの多くは辺野古新基地建設問題への民主党政権の対応について、「日米同盟の危機」といった確実な根拠もなく掲載してきました。東西冷戦のなかで締結された日米安保条約に基づく日米関係は、東アジアを重視する新政権のもと、新たな時代を迎えたと言えます。核の傘や強大な軍事力に頼る安全保障のあり方は、グローバル化による国境の希薄化と国際的テロが懸念されるなかで、変わらざるを得ない情勢と言えます。

オバマ政権は、「核兵器のない世界」への努力をしていますが、一方で、米軍のイラクからの2011年撤退の準備指令を出したものの、テロとのたたかいと称して、アフガンへの「米軍増兵投入」とイスラエルのガザ攻撃などについて、イスラエル支持の立場を表明しています。

　道本部をはじめ平和を望む世界の人々は、アメリカが軍事力による世界支配を抜本的に転換し、国連を中心とする対話と協調による安全保障体制の確立に向けて、オバマ大統領はその役割を果たすように期待するものです。

　道内においても在日沖縄米軍戦闘機の千歳基地等、演習や米艦船の道内商業港への寄港、自衛隊の各種演習の中止を求めて連合北海道、道平和フォーラムに結集して反対運動を継続的にすすめなければなりません。

　さらに憲法の「国民主権」、「基本的人権を守る」ために差別や人権を守る課題に積極的に取り組みを進めます。


【非核・平和を確立する取り組み】
１．戦争という国家による暴力的解決や軍事的安全保障によらない、国家を超える地球市民レベルの食糧・環境・水・エネルギー等を含めた、総合的な「人間の安全保障」システムの確立が求められています。道本部は、中央本部に結集し、ＰＳＩ・連合・平和フォーラム・ＮＧＯ等とともに、政府や国連への働きかけを強め、その運動の推進を求めます。

２．北東アジアの平和を築くため、日本と中国・韓国・北朝鮮との友好・親善活動を国民・市民レベルから積み上げるように中央本部、連帯組織に求めていきます。

　北東アジア非核地帯の創設に向けて、当面の重要課題である朝鮮半島の緊張緩和と非核化、とりわけ北朝鮮の核保有の放棄に向けた六カ国協議が再開し、合わせて米朝正常化、さらに拉致問題の解決と日朝国交正常化が進むように政府が主体性を発揮するように求めます。また、道民運動が強化されるように日朝連帯道民会議に結集して努力します。

３．日本とロシアが「日ソ共同宣言」に基づき、平和条約の早期締結、北方領土の返還が進展するように政府に求めます。また、連合の「2011平和行動in根室」に参加します。

４．「核・戦争・基地のない日本」を築くために、政府には｢非核三原則｣の厳守・法制化を求めます。また、平和運動フォーラムの「2011・5・15平和行進」、連合の「2011・6・23平和行動in沖縄」、連合・原水禁・核禁会議の統一行動として継続されている「2011ヒロシマ・ナガサキ原水禁大会」に産別・地域から積極的に参加します。

【憲法を守り、平和を創造する取り組み】

５．「改憲手続法」成立により、憲法改正論議がいっそう活発化することが引き続き想定されます。道本部は、「国民投票法と憲法」、そして、憲法前文と第９条を中心とする憲法の積極的平和主義理念を堅持する立場に立ち、「違憲状態の自衛隊を再編・縮小する」ための政策提言である「平和基本法」についてさらに学習・議論を深めていきます。

６．米軍再編が国内においても強権的に進行し、米軍と自衛隊の軍事一体化が強まっています。

　道本部は、オバマ米政権が軍事力ではなく、国連を中心とする対話と協調による平和路線に転換し、沖縄をはじめ在日米軍基地の整理・縮小、本土への撤去、日米地位協定の運用改善でなく抜本的改正を求める運動を連合・平和運動フォーラムとともに強化します。

　さらに、道内での矢臼別演習場での「沖縄米海兵隊の実弾射撃訓練」、千歳基地での「米軍戦闘機の移転訓練」、十勝・浜大樹での「自衛隊軍事車両の揚陸訓練」など米軍・自衛隊の軍事演習の中止・反対の取り組みを強めます。また、頻繁となってきた米艦船の道内の民間港の入港、米軍機の道内空港の利用など恒常的な軍事利用に反対する取り組みを強めます。

７．「非核・平和都市宣言」は全国で８割近い自治体が実施していますが、道内は４割強にとどまっています。市町村合併での新たな自治体での宣言の実施も含めて、未実施の単組は地区連合レベルの取り組みに広げて取り組みを強化します。また、特に米艦船が入港する地域等においては苫小牧市の「非核平和都市条例」に学び、条例制定に努力します。

８. 日本の侵略戦争を正当化する、過去の歴史（軍の関与を否定する従軍慰安婦や沖縄戦での集団自決等）を歪曲する教科書内容修正など日本の戦争責任をあいまいにする事件には抗議と責任追求の取り組みを強めます。憲法が求める政教分離の原則から、首相・閣僚の靖国神社への公式参拝、また北海道知事の全道戦没者遺族大会の出席には連合北海道・道平和運動フォーラムとともに反対します。

９．自治体の各種行事において「日の丸・君が代」の強制・強要がないように反対の取り組みを行います。また、「民主教育を進める道民連合」に結集し、改悪された教育基本法を元に戻す取り組みや社会生活のなかで国家主義などを監視・抗議する取り組みを強めます。

10．政府に日本の植民地支配や強制連行の戦争責任・戦後責任の解決を求める取り組みを道平和運動フォーラム、「日本の戦後責任を精算するため行動する北海道の会」等と連携して進めます。
【人権を守る取り組み】

11．「裁判員の参加する刑事裁判に関する法律」は、昨年施行されましたが、裁判員の守秘義務、評議は全員一致ではなく多数決、性犯罪事件でのプライバシーの確保、重罪事件での死刑判決への関与、「公判前整理手続き」により裁判の迅速化により粗雑な裁判となる懸念など多くの問題点が指摘されています。課題が解決され公正で透明な司法制度となるよう取り組みをすすめます。

12．道教委は３月、一部政党に追随し、全道の小中学校及び高校の教職員を対象に、教育課程や組合活動、教員団体との関係を聞き取る「教職員の服務規律等調査」を実施しました。調査は、教育の内容や自主・自律の組合活動に対して不当に介入するものであり明らかに憲法で保障する教育の自由や団結権を侵害するとともに、民主的な職場を崩壊させ、子どもの学習する権利や成長する権利を歪めるものであり、決して容認できるものではありません。また、地域住民や保護者から情報を提供させる「通報制度」をつくりました。こうしたことから、道本部は、引き続き、民主教育をすすめる道民連合とともに「教職員の服務規律等調査」や「通報制度」の問題点を指摘するとともに、中止や導入しないよう求めていきます。

13．「ＪＲ不採用問題」は2010年６月に、政治決着を経て23年ぶりに裁判上も解決（和解）しました。今後は組合員らが求めているＪＲへの雇用が焦点となることから「ＪＲ不採用問題」の早期完全解決に向けて道平和運動フォーラムとともに支援を強化します。さらに労働者の生活と人権を守る運動に連帯していきます。
【国際連帯の取り組み】

14． 中央本部の「国際連帯カンパ」等に取り組み、連合「愛のカンパ」・環境NGO支援など有効活用をはかります。また、全国各地での大規模自然災害等に対し支援活動に取り組みます。

15. 連合北海道、道平和運動フォーラムと連帯し、北海道日ロ協会、日中友好道民会議、日朝連帯道民会議等とともに、労働者・市民レベルの国際交流を進めます。
10．反核・脱原発のたたかい
　

　また、原発建設の国内展開が厳しくなる中で、原発輸出についても企業の輸出の動きで新興国に対するはたらきかけが活発化しています。したがって、核拡散問題として取り組みをすすめる必要があります。

	


　
【核廃絶の取り組み】
１．2010年核不拡散条約（ＮＰＴ）再検討会議は、全会一致で最終文書を採択し閉幕しました。最終文書は、「すべての国が、核兵器のない世界を達成し維持するために必要な枠組みを確立するための特別な取り組みをおこなう必要について確認する」と明記しました。核保有国と非核保有国の間に不一致が存在していたことがくり返し伝えられているなかで、核保有国に核兵器廃絶への「いっそうの取り組み」「具体的な進展」を求める最終文書が採択されました。核軍縮に向けて核保有国がさらに積極的に取り組むように、政府が主体性を発揮して働きかけるように、また、政府が国是である非核三原則を厳守し、法制化するように連合・原水禁・市民団体とともに求めます。
【脱原発の取り組み】

２．日本の原子力政策である「六ヶ所再処理工場の度重なる技術トラブルによる稼働延期、2050年以降という展望のない高速増殖炉など破綻した核燃料サイクル政策」からの撤退と「プルトニウム利用の凍結」という抜本的転換を中央本部、原水禁、市民団体とともに政府・電力会社に求めます。

３．道平和運動フォーラム・市民団体等と連携して、次の取り組みを行います。

①　青森県・大間原発など原発のこれ以上の新・増設に反対します。

②　稼働中の原発については、点検・調査に関する情報公開と安全稼働の徹底を求めます。

③　老朽化した原子炉については、運転の中止・廃炉を求めます。

４．核拡散につながり、人間の生命を危険に追いやるプルトニウム利用の凍結を求め、道平和運動フォーラム・市民団体等とともに次の取り組みを行います。

①　計画が大幅に延期された泊原発３号機プルサーマル計画の撤回を求めます。

②　何度も延期となっている青森県六カ所再処理工場の本格稼働の中止を求めます。

③　試験稼働が延期されている高速増殖炉「もんじゅ」の運転中止を求めます。

５．幌延深地層研究センターは、本格的に地下の掘削作業が進められ、大量の水や土砂類が掘り出されています。有害物質の検査体制の強化や地域住民の生活環境への影響についての情報公開の徹底を原子力開発機構に対して連合北海道・道平和運動フォーラム等とともに求めていきます。さらに、連合北海道、道平和運動フォーラムの監視連絡会の活動の強化と北海道の監視活動の強化を求めます。さらに、11・23幌延デー集会に結集し、核のゴミを持ち込ませないことを確認すると共に、「幌延周辺自治体議員・住民組織・自治労・フォーラム合同会議」に参加し、情報・意見交換を深めます。

　高レベル放射性廃棄物の最終処分地の選定をめぐって、国が自治体を指定できることも新たな方式となり、各自治体首長が「国の申し入れ」を拒否するように監視や働きかけを道平和運動フォーラムとともに道北のみならず全道の各地域から取り組みます。

６．核燃料サイクル計画が方針化されて50年を経過しようとしていますが、その政策は欧米の先進国においては既に撤退しており、破綻したものです。高速増殖炉もんじゅや六ケ所再処理工場など技術的にも困難な建設に無駄な税金が垂れ流しされ続けられてきている事態を反省し、自然エネルギーや再生可能なエネルギー開発予算へ充当することを政府に求めていきます。

　一方、自治体に対しては、原発に依存しない、新たなエネルギーを長期的・安定的に供給・確保するため、風力・バイオマス・太陽光など地域の特性を生かした持続可能なエネルギーを確保していく「自治体エネルギー政策」と「地域エネルギー計画」を策定するように求めます。特に、北海道に対しては制定した「省エネ・新エネ促進条例」に基づく「促進行動計画」（2007年改定）の効果が生まれるように各市町村、企業・事業者への指導力を求めていきます。

７．自治労がこの間取り組んできている職場・家庭・地域での「省エネ、節電」運動は、夏場（７～８月）、冬場（12～１月）を強化月間として取り組みます。2008年から取り組んだ「エコキャップ」運動を継続・強化します。また、ＮＰＯ北海道グリーンファンドの諸活動を支援します。

【地域原子力防災体制の充実の取り組み】

８．泊原発に関わる地域原子力防災体制の充実に向けて連合北海道などと連携して次ぎの課題を取り組みます。

①　国はこの間の地震による原子力災害の危険性が高いことを認識し、耐震指針の見直しや各立地原発の地盤の調査を実施しています。専門家の「断層は地震が起きて判明するものもある」という指摘は、地震列島日本はどこで地震が起きても不思議でないことであり、事前に地震による原子力災害を防止するために原子力災害特別措置法の改正や防災計画の見直しも含めて国・北海道に求めます。

②　2010年度泊原発防災訓練に対して連合北海道調査活動に積極的に参加します。なおマニュアル依存の防災訓練のあり方の見直しを求め、さらに調査活動のあり方について検討を加えます。
11．政治活動の推進
　

	　第22回参議院議員選挙は、民主党を中心とする連立政権の基盤をしっかりと確立するために、取り組みを進めてきましたが、改選議席121（選挙区73・比例代表48）のうち民主党は44議席にとどまり、当初目標の与党の過半数の56議席を確保することはできませんでした。この結果、衆議院と参議院において与野党間の「ねじれ」が生じることとなり、民主党政権にとっては今後の政権運営において極めて厳しい状況となりました。

　このことをふまえ、民主党政権は、今後あらためて国民の期待に応えるために、約束した「国民の生活が第一」の政策の実現に全力をあげ国民の支持を得る努力を行う必要があります。

　道本部は、民主党を中心とする政権の政策課題を実現させるために、連合北海道、北海道農民連盟、ＮＰＯ・市民運動団体等とともに必要な国民運動をつくるなど支援・協力体制を強めます。

　また、道政に関わる諸課題についても国政レベルで可能なものは民主党の政策に反映させていきます。
　さらに、民主党への支持・協力関係を基軸に、政権を支え・強めるために、組合員の政治活動への参加を高め、民主党を支持する体制の強化に努力していきます。


　
【民主党を中心とする政権への取り組み】
１．民主党を中心とする政権への支援・協力体制を強めます。道本部は、基本的な政治理念と基本政策を共有する民主党との支持・協力関係を強化し、連合、企業・団体、ＮＰＯ市民団体等の支持者・応援者の総結集をめざします。

２．道本部は、支持協力国会議員との懇談や意見交換等を深め、自治労が重視する地方分権、地方財政の確立、社会保障制度の改革など国政レベルの諸課題について理解を求めていきます。

３．道政の諸課題についても民主党道民連合議員とも連携をはかりながら、国政の政治レベルで解決可能な課題については、自治労本部・国会議員団や連合北海道・国会議員団会議の連携と協力を得て、民主党の政策に反映させていきます。

４．分権改革や行財政改革をめぐって「国家公務員総人件費削減問題」や「公務員制度改革」等、民主党政策と自治労や公務労協の政策の違いがあります。道本部としては、労働組合と政党との性格の違い認識した上で、現場の実態や公共サービスの現状をふまえて粘り強く政策提言を積み重ねていきます。また、外交・安全保障政策をめぐっては、「日米地位協定、米軍再編や在日米軍基地のあり方について見直す」という民主党の外交・安全保障政策の立場を堅持すべきと考えます。

【中間自治体選挙等の取り組み】

５．今後実施される旭川市長選挙など中間自治体選挙については、関係単組等と十分協議し、候補者の擁立及び推薦決定、選挙闘争の取り組みについて全道的な支援を行います。

【第17回統一自治体選挙の取り組み】

６．連合北海道は、第17回統一自治体選挙の第１次推薦を決定、10月に行われる連合北海道第23回大会には全候補が決定する予定です。道本部は連合北海道推薦候補を基本に第17回統一自治体選挙での勝利と道政奪還をめざし、候補者の擁立及び推薦決定等を道本部・地本・単組・総支部と十分協議し、選挙闘争に取り組みます。
【政治フォーラムの取り組み】

７．道本部政治フォーラムは現在78人の正会員と11人の顧問、４人の準会員で構成されています。前回の統一自治体選挙以降、新旧交代や新人議員も拡大されています。組織内議員の位置づけと役割、単組・組合員の課題、単組・総支部と議員との日常的な関わりや連携強化のあり方、等々について再確認していく研修会等を引き続き開催します。

８．道議団会議は定例会毎に設定し、定例会の重点課題、自治労の求める政策課題について道議団との連携強化をはかっていきます。対策だけでなく政策論議を重視し、機能充実に努力します。また、地公三者（道本部・全道庁労連・北教組）、・組織内道議会議員の連携も強めていきます。

９．道本部は、道政上の諸課題について、必要な国の政策・制度の改革に向けて、連合北海道とも連携し、道選出の組織内国会議員、道議団会議との意見交換を深め、民主党の政策の充実を求めていきます。
【政治参加の促進】

11．自治体の公共サービスを維持していくためには北海道・市町村政における取り組みだけではなく国政に関わる政策課題の実現なくして不可能な状況にあります。組合員が政治活動の重要性を理解する地方本部・単組・総支部での政治学習と議論を意識的に取り組みます。
12．現業公企労働者のたたかい
　


　公契約条例制定の取り組みや、臨時・非常勤等職員の課題を改善している単組も増えつつありますが、まだまだ全体の取り組みとはなっていません。臨時・非常勤等職員、委託先労働者は雇用形態等に違いはありますが、地域の公共サービスを担っていることに違いはなく、日常的な交流と連携により、賃金・労働条件の底上げをはかる取り組みを行います。

	


　
　

【反合理化と組織強化】
１．退職者不補充・人員抑制など、人員やコスト削減のみを目的とする合理化・民営化に反対し、職場と職場で働く人達を守る取り組みをさらに強化しなければなりません。団体交渉権・協約締結権の実践的活用によって事前協議制を確立し、労使合意のない、一方的な労働条件改悪を許さない取り組みを進めます。

２. 現業・公企職場の公的役割を果たすためにも、「安易な任用替え」については、職員の削減、職場の合理化攻撃と受け止め反対します。一方で厳しい行財政の状況下、相対的な業務のあり方の見直しの中で結果的に業務のシフトや、任用替えをおこなう動きもあります。このような事に対して評議会の統一的・組織的議論が不十分であり、全体の認識が一致していません。これからも公務労働としての必要性を訴え、サービスの質と仕事の価値を高めていくために共通認識が持てる情報発信と学習、単組間との交流・情報交換の強化に取り組みます。

３．民間委託や、合理化の結果発生する「任用替え」については、「雇用を守る」という観点に立てば、その最終的な手段として否定することはできません。やむを得ず実施する場合は、本人同意や職場研修・メンタルヘルス対策などについて、しっかり交渉することが必要です。任用替えされた職員に対するサポート体制の強化を求めていきます。

４．公共サービスをともに担う臨時・非常勤等職員、公共サービス民間労働者の賃金・労働条件などの改善と組織化に取り組みます。

【現業賃金問題】

５．現業、差別賃金合理化に反対します。①新たな行政二表の導入をさせない取り組みと、②現業と非現業の制度運用を含め賃金格差を生じさせない取り組みを強化します。

【現業公企統一闘争の推進】

６．「職の確立と市民との連携による、自治体の責任による質の高い公共サービスの確立」をめざした現業公企統一闘争を取り組みます。

７．基本組織と集会開催方法などを連携し、秋季闘争全体の戦術配置の中に位置づけ、統一闘争の山場を賃金確定闘争と同日として取り組みます。

８．要求書提出→交渉→妥結→確認（協約の締結）の運動は徐々に定着しつつありますが、今後も課題解消にむけ取り組みの強化を進めます。

【現業活性化の取り組み】

９.「現業（現場）活性化」の取り組みの推進、市民との協同関係の構築と政策提言など、自治体改革のための運動を強化し、必要とされる現業職としての職の確立をめざします。

10．各地方本部開催の労働者集会で、職種別の課題解消と、災害発生時避難所となる公共施設に多く勤務している現業職員が自治体職員としてどのような事が出来るか、公企職場で作成しているライフライン危機管理指針などを活用し、職種間で横の連携を持った取り組みをおこないます。

【現業公企評議会の組織強化】

11．評議会体制と、職種別のネットワークを強化し、情報収集・共有化や情報発信を積極的に行います。

12．道本部現業公企評議会幹事会体制の機能強化をはかるためにも、各地方本部現業公企評議会と連携して、運動の活性化をはかります。また、すべての単組で現業評議会の結成をめざすとともに、地域事情によっては、ブロック現業評議会を追求します。

13．全国の集会・学習会などに積極的に参加し、情報や経験の交流、課題と方針の豊富化をはかります。
【委託職場組織化の取り組み】

14．公共サービスは自治体が責任を持って行う業務であり、低賃金労働者を作り出す「安上がり」だけの安易な委託化などを阻止するためにも、官と民が一体となり、委託先の労働者との連携を強化しながら、「北海道環境施設ユニオン」への結集を促進します

15．委託先労働者の賃金・労働条件、制度政策面について検証作業および問題点の聞き取り作業をし、改善に向けた取り組みを行います。

16．委託契約内容が法律に違反している場合や、受託企業が委託契約内容を守らない場合、地方自治法に基づく自治体責任を明確にし、行政責任を追及するとともに、是正のための具体的措置や法制化をめざし中央本部と連携して取り組みます。

17. 委託契約における適正な賃金確保のための条例（公契約条例）を制定し、入札（総合評価方式・最低制限価格）・委託契約の条件に労働者への公正労働基準と生活賃金の確保などの労働保護対策を求めます。

【中央本部作業委員会への取り組み】

18.「現業賃金と職の確立」「権限と任用替え」「現業組織化」の各作業委員会の報告を全体化し、全県本部で行う意見交換会や、道本部学習会を通じて、課題の整理と疑問点を丁寧に議論して行きます。
【現業公企政策運動の推進】

19．職種別の政策課題の前進に向け、職種ごとの政策要求書を作成し、2011国民春闘に向けて現業公企評議会独自の政策要求を展開し交渉、妥結の確認をめざします。
【労働災害撲滅のための取り組み】

20．多発する現業職場での重大災害を重く受け止め、労働災害の再発防止と労働安全衛生活動の強化をはかります。７月の自治労安全衛生月間では、職場の施設点検運動を進めます。12月には年末の繁忙期の事故を防ぐ、労働安全対策を全単組で取り組めるようめざします。

21．アスベスト問題について実態把握や、処理状況の検証を行い、不十分な場合はその対策を自治体に求めていきます。

22．道本部労働安全衛生・職業病対策委員会と連携し災害撲滅にむけた取り組みをおこないます。

【公企運動の推進】

23．水道・下水道・電気・ガス職場においても、指定管理者制度、地方独立行政法人、包括民間委託などの外部委託化の動きが強まっています。市場化テスト、委託導入には反対し、ライフライン事業を安心・安全・安定して行っていける体制を求めます。委託提案がある場合は、地域や事業経営に適しているかを検証し、導入の必要性・サービスの質と量・評価基準などについて、交渉し問題点や課題などを明らかにさせることとします。

24．総務省が2009年12月に出した「地方公営企業会計制度等研究会報告書」によって、公営企業会計の見直しが議論されています。企業会計制度の改正が及ぼす影響について議論を深め、会計基準見直しによる新たな指導などを行わないよう中央本部に結集し求めていきます。

25．また、下水道事業については、多額の赤字をかかえ財政状況が厳しくなっています。地域にあった下水道事業を構築するためにも公営での維持管理のあり方について検討していきます。

26．「水は公共のもの」という環境の理念実現と統合的な水管理体制をめざすため、「水基本法」制定について中央本部と連携して、循環型環境社会をめざす運動を進めます。

27．水は身近な環境問題にもかかわらず、その認識は広がっていません。水の大切さを訴えるため、「住民のための水道政策改定版」を活用した学習会の開催と、引き続き運動を広げるためにも、それぞれの地域で独自の活動・行動を追求した、自治労水週間の取り組みを積極的に進めます。

28．「きれいな水といのち」を守るため、合成洗剤追放運動を積極的に行っていきます。合成洗剤の有害性を訴え、家庭・職場からせっけんを使うことを市民団体などと連携して運動を強化していきます。

29．全国に拡大する単体ディスポーザーについては規制がなく、汚水処理への影響や下水道への負荷など環境保全からの問題が指摘されています。下水道使用料のあり方や汚水処理の横断的な検討の場を求めることとし、あわせて各自治体へ設置実態の把握や、ディスポーザーに対する知識の向上をめざす取り組みを行います。

30．ライフライン事業として地域社会の維持・発展に寄与するため、引き続きこれを担う労働者による運動の連携として、産別を超えた全国ガス労組・全水道とのさらなる組織強化への取り組みを進めます。

31．環境・水・エネルギーを中心に、クリーンエネルギーの開発などを推進する指導的立場で道企業局が担っている電気事業の継続、存続意義を追求していきます。また、規制緩和・行政改革などによって急速に変化する状況に対応し、組織の発展と継続のため、情報と状況の共有化をはかります。

32. 公営ガス事業は民営化・民間譲渡の流れの中で全国的に激減しており、さらに市町村合併や熱量変更事業により大変厳しい状況にあります。道内では北見ガスが民間移行したことにより、長万部ガスだけとなりました。他エネルギーとの競争激化のなか、環境負荷の少ない天然ガスの優位性などをＰＲ強化し「住民のための公営ガス事業の確立」をより積極的に進めていきます。

33. 中央本部公企評議会作成の「ライフラインの危機管理指針」を活用し、頻発する地震災害への対策指針を確実なものにし、現場で働く者のワークルールを明確にするためにも、災害発生時におけるワークルールの確立をめざします。
13．女性労働者のたたかい
　
	　男女平等社会の実現にむけ、女性の力が十分発揮できる体制整備やエンパワーメント（力をつけ

て自律した行動がとれる）をあらゆる運動の目標として取り組みを進めます。また、女性の労働権は基本的人権であるとの立場から、女性が安心して健康に働き続けられる職場づくりに取り組みます。

　一人ひとりの個性や生活、価値観を大切にした運動の展開により、あらゆる女性の課題に問題意識をもって取り組むとともに、多くの女性が参加できる運動を進めます。

　臨時・非常勤等職員、公共民間の職場など、女性の多い職場の仲間や消防協、他単産との連携を強め、幅広い職種や雇用形態の女性の結集をはかります。また、住民サービスの向上のため、地域住民との連携により地方自治を守るたたかいを進めます。

　自治労運動総体の強化を目標として、女性の視点からも積極的に意見を反映するため、「男女がともに担う自治労北海道第３次計画」に基づき、運動を推進します。


　
【あらゆる差別の撤廃、男女平等参画社会創造の取り組み】
１．男女共同参画社会基本法に基づき、各自治体では条例制定・計画策定が進められていますが、道内では14市町で条例制定、34市町で計画策定という状況に留まっています（09年４月１日現在）。

　職場・地域・社会における男女平等の取り組みを強化し、女性が働き続けることは基本的人権であるという立場を明確にして、各自治体における男女平等条例制定および計画策定を推進します。

２．職場におけるセクシュアル・ハラスメント対策として事業主に雇用管理上の措置が義務化されたことにともない、各自治体においても相談窓口・苦情処理機関の設置や、再発防止にむけ、単組・総支部の取り組みを強化します。

　さらに、職場における均等法の定着のため、臨時・非常勤等職員の均等待遇をはじめ、男女労働者がいきいきと働くことができる労働環境をめざし、女性交流集会や連合均等法集会などを活用して学習の機会を持ち、職場における差別の撤廃を求めます。

３．職場のワーク・ライフ・バランス推進の一環として、後半期に入った「次世代育成支援対策推進法」に基づく「特定（一般）事業主行動計画」について、広く計画の周知をはかり実効性を確保します。

　また、職場における権利獲得の追い風となるよう、運動のあらゆる場面で計画との関連を検証し、改善を求めます。

４．基本組織と連携し、春闘期にスタートする「男女平等産別統一闘争」を推進します。

　また、前年度の要求時の当局からの回答を検証し、職場改善実態調査結果などをもとに職場における課題を整理し、女性の声を要求項目に反映していきます。

【働く権利と地方自治を守る取り組み】

５．労働基本権回復に伴う協約締結権回復の動きや組織全体の課題を把握するため、年間の運動サイクルのスタートである春闘期には、道本部の基本組織の春闘討論集会に積極的に参加します。

　また、春闘期に開催する女性交流集会においては、春闘期情報の共有化や臨時非常勤等職員ならびに消防職員との連携をはかり、男女平等産別統一闘争を推進する体制を築きます。

６．人事院の「女性の採用・登用の拡大に関する指針」を活用して自治体での指針策定・拡充をはかり、北海道交渉などを通じて女性の昇進・昇格差別の改善に取り組みます。

　「地方公務員の育児休業に関する法律」で示されている育児のための短時間勤務制度の導入とともに、育児休業取得の復職時完全調整を、全単組での条例化にむけて取り組みを行います。また、育児･介護休業法の一部改正に合わせ、各自治体でのさらなる制度の拡充、男性の育児休業取得促進を求めていきます。

７．公共サービス基本法の趣旨を現実のものとしていくために、質の高い公共サービスを確保し、真の地方自治、自治体財政の確立にむけて学習を深めます。

８．地域を疲弊させる賃金・労働条件の低位水準化に反対するためにも、雇用形態に関わらず、すべての労働者の賃金・労働条件削減に対するたたかいを強化します。

９．公共サービスの低下を防ぐために職場環境の改善にむけて、基本組織、青年部と連携し、人員確保の運動を強化します。

10．当局責任による労働安全衛生法の遵守の徹底と、健康に働き続けられる職場づくりのためのメンタルヘルス対策・健診項目の充実・人員確保・労働軽減・時間短縮などの職場環境改善の要求運動を進めます。

　また、男女がともに快適な職場環境を整備するため、セクシュアル・ハラスメントやパワーハラスメントなど、職場の人権侵害防止の取り組みを強化します。

【女性の労働権確立の取り組み】

11．12月から４月までを「女性のはたらく権利確立運動強化月間」と設定し、職場改善実態調査・権利実態調査を実施します。調査結果から課題を明らかにし、改善にむけた取り組みにつなげます。

12．生涯を通した女性に対する健康支援と自己決定の権利（リプロダクティブヘルス＆ライツ）の視点で、生理休暇や更年期障害休暇などの重要性をあらためて確認できるよう、学習会を通じて啓発を行います。

13．妊産婦の時間外・休日・深夜労働をさせないよう職場状況を把握し、取り組みを行います。

　育児介護休業法の改正により、超過勤務の制限（免除）の新設、早出遅出勤務等の請求ができる職員の改正が行なわれましたが、制度が円滑に利用できるよう代替職員確保を追求します。

14．女性労働者の労働条件の水準を高めるためにも、臨時・非常勤等職員がおかれている職場の実態を把握し、賃金・労働条件の均等待遇に取り組みます。

【くらしと平和、民主主義を守り、政治闘争に結集する取り組み】

15．戦争の歴史を忘れず、平和に対する意識高揚をはかるため、７～８月を平和月間とし、反戦・平和、環境問題などの学習課題を提起します。

　また、「青年女性憲法フォーラム」や「青年女性オキナワ平和の旅」などの各種平和行動に積極的に参加者を派遣し、女性交流集会で参加者報告を行い、憲法の平和理念を守る取り組みにつなげます。

16．労働者・国民の視点を大切にする政治を追求するため、政治闘争に結集し、統一自治体選挙など各級選挙勝利にむけ取り組みを強化します。

　日頃から組織内議員と交流をはかるなどし、生活と政治の関連性について学ぶため女性政治学習会を開催します。国や自治体の政策・方針決定の場への女性の参画を進め、平等社会づくりのための女性議員の拡大をめざします。

17．安全な生活環境を守るため、環境やエネルギー、食の安全、健康など、生活に関わる身近な問題について関心を高め、水や電気といった資源の節約など、環境を守る一人一行動を進めます。

【女性が団結し、自治労産別運動を強化する取り組み】

18．女性の意見を組織全体に反映するため、主体的に運動に関わることができるよう、女性の組織化・役員配置を進めます。

　また、女性部長・女性担当者会議を開催し、運動に関する意見交換を行い、単組における女性運動の推進にむけ、道本部、地方本部、単組・総支部の連携を強化します。

19．女性のエンパワーメントにむけて、地本役員のスキルアップを目的に、女性セミナー（女性労働学校）を開催し、女性の主体的な活動を推進します。

　また、中央本部主催の女性リーダーセミナーや女性労働学校（前期・後期）に道本部幹事や地本・単組役員を派遣し、道本部幹事会・地方本部の強化をはかります。

20．「第８次女性部組織強化方針」に基づき、女性部組織および役員の連携強化のため、組織強化委員会の開催をはじめ、基本組織の各女性役員との連携をはかります。

21．「男女がともに担う自治労北海道第３次計画」に基づき、役員体制や運動のあり方について男女平等参画が推進されるよう意見反映し、組織全体で検討していくことを求めます。そして、基本組織における女性の役員配置を推進し、同時に女性部運動については、偏りなく幅広い年齢層で役員を担っていけるよう、女性組合員全体で議論できる体制を構築します。

22．自治労共済や労働金庫など、働く者の生活を守る自治労の自主福祉活動の推進に取り組みます。

【交流連帯の取り組み】　

23．連合女性委員会をはじめ、地区連合などの女性運動に積極的に参画し、他単産と交流して連携を取り、男女平等参画社会の実現に取り組みます。

24．生活に根ざした平和を考える「いのちとくらしを守る全道女性集会」の実行委員会に役員を派遣し、他産別や地域全体の女性と学習・交流を深めます。

25．ＰＳＩ（国際公務労連）女性委員会など世界の女性運動の動きに注目し、国際情勢の把握に努めます。
14．青年労働者のたたかい
　

　将来の活動家を育成する青年部運動の強化のために、単組青年部の存続問題と、単独運営困難な単組の運動強化に向けた具体的な方針を作成し、青年部のあり方を主体的に議論していきます。さらに、「男女がともに担う自治労北海道第３次計画」に基づいて、道本部青年部第11次組織強化方針を具体的に進めることで、「男女がともに担う青年部」つくりを進めます。

	


【組織強化】
１．「学習・交流・実践」を運動の柱として、全ての職場から青年の立ち上がりをつくっていきます。

２．「青年部のあり方」を青年自ら主体的に考え、「道本部青年部第11次組織強化方針」に基づき、青年部の運動強化に向けて取り組みます。単独運営困難な単組は、近隣の単組と連携し、単組同士の協力により運動を共に展開します。地方本部は、その運営をサポートしていくために、単独運営困難な単組に対し、年間3回（各闘争期）以上オルグに入るなど、情報の提供や丁寧なサポート体制を作ります。

３．存続問題は、地方本部と十分な協議を進めます。また、部員がいなくなるまで青年部は存続させ、いなくなる場合も廃部ではなく、将来の青年層の採用に向けて休部とします。

　また、組織実態調査を取り組み、青年組織が「どうあるべきか」を全道で議論します。

４．「男女がともに担う自治労北海道第３次計画」の実践に向けて、「道本部青年部第11次組織強化方針」に基づき、基本組織・女性部と連携をはかり、青年層女性の青年部運動への参画を促進し、「男女がともに担う青年部」の確立をめざします。

５．青年部未組織単組に働きかけ・交流を進め、全ての加盟単組に青年が主体的に集まる場所の確立を進めます。また、未加盟単組の自治労加盟にむけて、青年部としても反核平和の火リレー、学習会などを通して関わりを強めます。

６．臨時・非常勤等職員、公共民間、消防職員の仲間に対しても、学習会など交流を積極的に働きかけ、生活・職場実態を明らかにし、共有していきます。

７．学習会やレクリエーション活動を積極的に取り組み、また、道本部学校青年コースを青年部が主体的に運営し、次世代の担い手を育成します。また、地方本部新入組合員学校の企画・運営を地方本部青年部が担います。

８．働くものの生活を守る自主福祉活動の取り組みを強化するため、地方本部が主催する新入組合員学校・労働学校・学習交流会などで自治労共済の加入や、労金の利用にむけた取り組みを進めます。また、単組・総支部にも働きかけます。

９．道本部・地方本部による、単組オルグを強化します。

【賃金闘争、反合理化闘争】

10．生活職場実態点検手帳付け・アンケートなどから、一人ひとりが賃金要求額を確立するとともに、賃金表の仕組みや働くものの賃金論など、賃金の学習会を全単組・総支部・地方本部で開催します。

11．賃金合理化に対する実損額計算や能力・実績主義賃金などの問題について学習活動を深め、賃金改善・独自削減阻止のたたかいを強めます。

　また、人事院勧告の背景や人事院勧告制度、本来あるべき賃金決定の学習を進め、労働基本権回復の取り組みにつなげます。

12．道本部・地方本部・単組・総支部青年部の春闘方針を確立し、職場・地域からたたかう体勢をつくるために、春闘討論集会を開催します。

13．「職場レポート」の取り組みをはじめ、生活・職場点検活動を強化し、職場実態を明らかにするとともに、学習・討論の積み上げにより青年部独自要求闘争を取り組みます。

　また、基本組織と連携を深め、より効果的に生活職場の改善をはかります。

14． 交流集会を反合理化闘争の集約点と位置付け、第29回自治労北海道青年部夏期交流集会を開催し、事前・事後の運動を強化しながら、自らが職場を改善し守っていく取り組みを進めます。

15．資本・当局のねらいを明らかにするため「まなぶ」をはじめとした学習資料を活用し、学習活動を強化します。

【反戦・反核・政治闘争、共闘運動】

16． 反戦・平和、反核のたたかいの強化に向けて、青年部「ピースカンパ」を取り組み「被戦地オキナワ平和の旅」「ヒロシマの旅」「原水禁世界大会」等へ各地方本部青年部から仲間を代表派遣するとともに、報告活動などを通じて反戦・平和に対する意識の高揚をはかり、具体的な取り組みへと結び付けます。

17．反戦・反核・反原発闘争に向けて、「反核平和の火リレー」「平和友好祭典」「国際反戦デー」「幌延デー」に結集し、他産別の仲間と問題点を考え合い、平和と安全な社会づくりに向けて地域住民にアピールします。さらに、プルサーマル計画阻止や憲法改悪阻止など、安心して生活し働き続けられる社会に向けて、国民世論を喚起しながら各種行動を展開します。

18．反核平和の火リレー運動の強化と拡大に向けて、自治労が地域・地区運動の中心を担い、積極的に取り組みを進めます。

19．全ての課題が政治につながっている事を明らかにする学習・討論から政治闘争の必要性を全体化し、政治の場に私たちの声を反映させていくため、各級選挙闘争の勝利に向けた具体的な取り組みを積極的に進めます。

　また、来年行われる統一自治体選挙の勝利に向け、青年の主体的な行動を展開します。

20．産別を越えた学習と交流を深めるために連合北海道青年委員会に結集し、中心的役割を担います。また、青年委員会を全道の青年運動の牽引役とするために、機能強化に向けた討論を追求するとともに、各地協・地域における連合青年委員会の結成に向けて、その中心的な役割を担います。

　また、かつて北海道平和運動センター青年部会で取り組まれてきた運動課題を、継承・発展させていく運動を進めます。

21．民主党北海道、社青同、在日本朝鮮青年同盟などあらゆる民主団体との協力関係を築き、連合北海道青年委員会、北海道平和運動フォーラムなどの地域共闘運動に結集し、産別・職場・地域を超えた共闘運動に積極的に参加します。

　また、共闘組織のない地域では、自治労が中心となって共闘運動を積極的に取り組み、各産別が結集する場をつくっていきます。

15．情宣･教育･学習･文化･スポーツ活動の
取り組み
　

	　道本部の組織強化と次代を担う人材の育成は重要な課題です。組合員の学習機会を保障、充実させるとともに、単組・地方本部・道本部で積極的に取り組みます。

　「道本部学校」の各コースは、道本部学校運営委員会で効果的な運営について議論し実施します。

　インターネットを活用した情報宣伝活動を積極的に取り組みます。

　機関紙や道本部ホームページなどを通じた情報の共有化と、たたかいの現状や方向性を正確かつ迅速に組合員に伝えます。

　文化・スポーツ活動は、より幅広い参加を得ながら活動を推進します。


　
【教育・学習活動の強化】
１．各単組は、課題に応じた学習会や年間を通じた計画的な連続学習会など、青年部とも連携し、取り組みを進めます。

２．各地方本部は、道本部と連携し、学習会の取り組みを進めます。また、道本部は、各単組・地方本部が実施する学習活動を積極的に援助し、講師派遣などを行います。

３．道本部学校は、最も重要な課題として次代を担う人材育成・リーダーを養成するため、基本的・専門的知識の習得を目的に「アクティブコースコース」開講します。引き続き学校運営委員会で効果的な運営について議論し、内容を充実します。また、リーダーコースや各コース、講座の充実に努めます。

【情報宣伝活動の強化】

４．組合員に一番身近な情報は、当該単組が発行する機関紙です。単組は機関紙の定期発行の実態を把握し、担当者の配置・編集委員会の開催など紙面の充実に努め、全単組が発行できる態勢づくりを進めます。

５．各地方本部は、定期的な機関紙発行や単組間の情報提供などに努めます。

６．機関紙「自治労北海道」は、組合員―単組－地方本部－道本部の情報を相互に伝え、産別運動を進めるための媒体となるよう努めます。地本単位の通信員制度をさらに充実し、組合員・単組、地域から豊富な情報収集を進めます。道本部では編集委員会の定期的開催を通じ各部局の取り組みなどを周知し、さらに紙面を充実します。

７．新年号や重要闘争時などには、多色刷などインパクトある紙面づくりをめざします。

８．インターネットを使った情報発信を積極的に行います。道本部ホームページを活用し、組合員・単組へ迅速な情報提供を行うとともに、市民への広報・宣伝に活用します。また、道本部ホームページの存在を、組合員に周知し、単組・組合員専用ページを活用してもらうための学習会の開催や、各種資料などの提供を行うとともに、パスワードによる限定アクセスという特性を生かした活用をさらに進めます。

　第11次組織強化方針で計画された発信文書や各種議案、資料などを必要な時に利用できる単組・組合員専用ページの「道本部ネット」は、現在地方本部での使用に限定しています。今後は、独自のインターネット回線を保有する単組・総支部から徐々に「道本部ネット」の活用を可能にします。

９．単組・地方本部・道本部の情報宣伝担当者養成及び技術向上のため、各地本ごとの教宣講座を開きます。また、中央本部などが主催する全国情報宣伝セミナーや、ｗｅｂ技術の積極的な活用、情報化セキュリティの意識向上を研修、経験交流するため、情報システム担当者対象にした会議に参加します。

10．教宣の技術向上をめざし、定期大会と合わせ教宣紙コンクールを実施します。また、日常的に各単組教宣紙の交流をホームページ上で行い双方向の情報交換を行います。中央本部、労金主催の機関紙コンクールに積極的に参加します。

11．社会的運動（ＮＰＯ・ＮＧＯ等）の推進に向けた組合員・単組への情報提供や道民運動の強化に向けた情報発信に努めます。

【文化・スポーツ活動の推進】

12．組合員が主体的に行うさまざまな趣味・文芸などの創作活動をはじめとする自己表現のための活動を支援します。また、働く者の文化交流・向上の場として引き続き、道本部写真・まんがコンクールを開催するとともに、中央本部や労文協が主催するコンクールや文化祭に積極的に取り組み、参加します。

13．音楽活動・うたごえ運動は、運動の方向性などについて、日音協北海道支部など関係団体と協議し取り組みます。

14．第45回全道自治体職員等野球選手権全道優勝大会（渡島地方本部で開催）、第33回全道自治体職員等女子バレーボール選手権全道優勝大会（開催地調整中）を開催します。

　また、全日本自治体職員等スポーツ大会全国優勝大会に参加する単組を積極的に支援します。

15．2006年度からスポーツ大会のあり方について検討をはじめ、2009年度から大会日程を土日中心に見直して全道大会を行いました。今後も、各単組・地方本部の意見を聞きながら、引き続き各チームが参加しやすい大会運営の検討を進めます。
16．労働者自主福祉活動の推進
　

　さらに、産別共済である自治労共済を中心としながら、労働金庫・全労済・住宅生協・医療生協の総体的な労働者自主福祉活動の強化をめざし、より一層の連携強化をはかります。

	


【自主福祉活動の推進】
１．道本部に設置した自主福祉対策委員会の機能強化をはかり、総体の運動強化をめざすとともに、急務の課題である若年層対策にむけ、関係部局との連携を進めます。

２．地域公共サービス労働者を結集する組織拡大の取り組みを連携強化し、道本部の組織強化・拡大に取り組みます。

【加入推進運動】

３．「加入推進計画」に基づき、加入拡大や未加入単組解消にむけて、学習会の開催など具体的な対策を講じます。

４．新入組合員及び未加入者については、自治労共済の制度内容や優位性を説明する場を設定し、組合員個々のライフスタイルにあった保障の提案を進めます。

５．自動車共済については、一昨年の制度改定で、若年層のニーズに応え、愛車見舞金のワイド型が新設されたこと、全年齢担保の掛金で若年層に有利なことから、若年層をターゲットに加入拡大に取り組みます。 

６．団塊世代の大量退職で退職者が増加していることを踏まえ、退職者会の結成されていない単組の退職者も退職者会北海道支部に個人会員として加入できる体制ができたことを受け、退職者の継続加入の取組みを強化します。

７．自主福祉活動の更なる強化をめざし、オルグ実務者の育成・強化のため、生活設計セミナーの開催と道支部役職員や運営委員を中心とした、ファイナンシャルプランナーの資格取得に向けた取組みを進めていきます。

【事業基盤の強化】

８．新事務システムについては、2009年度本部総代会の総括（案）により、整理が図られたことから、今後は、単組における掛金送金、申請書の都度送付、マニュアルによる例月処理の事務ルールの厳守に向けて、事務担当者会議や個別指導を強めていきます。

９．生協法に基づくコンプライアンス体制の一層の強化をはかるとともに、単組・取扱団体へのコンプライアンス・マニュアルの周知徹底を強化します。

【自治労共済の全労済への統合について】

10．「組合員の利益の確保」「単組・県支部への手数料・交付金の確保」「経営の健全性の確保」３つの基本理念に基づく統合が実現するよう、共済本部に引き続き要請していきます。

【全労済・労働金庫・住宅生協・医療生協など労働福祉団体との連携】

11．「北海道労済運動推進会議」では、2010年度の重点共済を「こくみん共済・新長期共済」、「自賠責共済」、「火災・自然災害共済」としていることから、自治労共済と全労済の結びつきをあらためて認識し、加入促進に向けた取り組みを強化します。また、連合スクラム共済の取り組みについて、制度創設の主旨・意義を踏まえながら、連合北海道とともに、「連合スクラム共済推進本部」と連携し、「７万人回帰」に向けた推進活動を継続します。

12．「はたらくもののメーンバンク」を合い言葉に、引き続き「預金も融資も労金へ」として、全道推進会議の取り組みと連携して進めます。また、退職者への対応をはかるとともに「クレ・サラ被害者」の救済と被害を出させない取り組みとして、道本部としての相談機能の強化をめざします。

　また、現在進められている全国合併の協議については、組合員が安心して利用できることを第一義として意見反映します。

13．労働金庫と労働福祉団体が中心となって設立された住宅生協は、リフォームや不動産流通部門など住宅全般に事業展開を進めており、労働者に低廉で良質な住宅を提供する目的であることの周知をはかるとともに、利用拡大に向けた取り組みを進めます。

14．単組・組合員に対し、北海道医療生協札幌緑愛病院の活動目的・内容について周知をはかるとともに、各市町村の健康診断における指定拡大の取り組みを進めます。また、緑愛病院の分院として開設した「緑愛クリニック」の利用について組合員・家族へその利用について呼びかけます。
17．単組・道本部財政の確立
　

　したがって、単組・道本部は組合費収入の減収に対応するために、運動のあり方の見直しを進めるなどして、重要課題について重点的な予算配分を行い、これまで以上の予算の効率的な執行に努めます。さらに、会計の説明責任を高めるための改善を進め、自治労運動を強力に推進する財政運営をめざします。

	　


【単組財政の確立】
１．単組の運動を支える単組財政の確立は、組織強化と車の両輪をなす重要な課題です。単組財政の確立にあたっては、全単組が道本部基準の早期達成の実現に向けて努力します。

２．道本部基準は以下のとおりです。

＜第８次組織強化長期計画（1993年第34回定期大会）で提示＞

①　組合費徴収基準

月額組合費：月額賃金×20/1,000＋地区連合等定額分

年額組合費：年間　6,300円

　（自治労共済基本型掛け金は別途徴収）

②　その他負担金

　別途徴収とします。

③　財政構造の目標

　予算総体比では、負担金･分担金30％以下、書記局費・人件費30％以下、活動費40％以上を目標とします。（道本部の人件費割合にあっては20％以下）

３．自治体財政危機等を口実とする一方的な定数削減や欠員不補充、管理職の範囲拡大などを許さず、組織人員の維持・拡大をはかるとともに、公共サービス関連労働者の組織拡大を進め､財政基盤の確立をはかります。

【道本部財政の確立】

１．道本部の予算編成は次の点に留意し、行います。

①　道本部組合費については、「単組組織人員の100％登録、90％納入」とし、未達成単組については、早期に計画的な達成をめざします。

②　予算、決算は単年度で行います。組合費・臨時徴収金等に係わる事項については、毎年の定期大会で提案し、その議決をもって決定します。

③　重点課題、運動サイクル、関連団体との連携を考慮しつつ、運動の見直しや組換えを進め、予算の重点的配分と予算主義の徹底をはかります。

２．引き続き、今年度も組織強化委員会での議論と平行して、財政規模の縮小に対応するための組織･運動について、全ての領域においてあり方見直しの議論を進めていきます。
　

































【脚注　リスクアセスメント・マネジメント】


　労働省（現厚生労働省）が1999（平成11）年に「労働安全衛生マネジメントシステムに関する指針（平成11年年労働省告示第53号）」として公表。2006（平成18）年４月１日以降、その実施が労働安全衛生法第28条の２により努力義務化された。職場における労使対等な労働安全衛生委員会活動を重視し、＝危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき講ずる措置＝の実施、いわゆるリスクアセスメント等の実施が明記され、また、その具体的な進め方については、同条第２項に基づき、「危険性又は有害性等の調査等に関する指針＝基発第0310001号・平成18年３月10日」が公表されている。





【脚注　ＩＬＯ第94号条約】


　ＩＬＯ第94号条約「公契約における労働条項に関する条約」の目的は次の２点です。


①　人件費が公契約に入札する企業間で競争の材料にされている現状を一掃するため、すべての入札者に最低限、現地で定められている特定の基準を守ることを義務づける。


②　公契約によって、賃金や労働条件に下方圧力がかかることのないよう、公契約に基準条項を確実に盛り込ませる。ＩＬＯ第94号条約は現在、批准が奨励される条約の一つに分類されており、2008年６月１日現在60カ国で批准されているが、日本は未批准。





【脚注　行政不服審査改正法案】


　同法は行政上の不服申立てに関して規定する一般法。行政庁の処分その他公権力の行使について、意義のある申請人等の申立てに基づき、権限のある行政機関が、簡易迅速な手続きによって審査し、裁決・決定する手続きを定める。不服申立ての種類としては、審査請求・異議申立て、再審査請求の３種類がある。この不服申立ての手続きを原則審査請求に一本化することや、審理員による審査請求の手続き、行政不服審査会等による諮問手続の設置、審査請求期間の３ヶ月への延長などを内容とする行政不服審査法の全部改正案のことです。





























【単組・総支部18の到達目標項目】


１．①単組組織強化長期方針の確立と実践


２．執行体制の確立と実践


②中長期的・計画的な執行部の育成


③２年任期・半数交替制の確立（各級上部団体役員、地域共闘派遣役員を含む）


④執行委員会の定例化と週１回（最低月２回以上）開催


３．教宣活動の強化


⑤教宣体制の集団化


⑥組合機関紙（ニュース）の定期化と週１回（最低月２回以上）発行


⑦いろいろな形やテーマで学習の場の設定・提供（学習会）


４．闘争態勢の強化


⑧最低でも執行部全員による団体交渉の確立、労使合意内容の文書協定・労働協約化


⑨組合旗掲揚からストライキにいたる各種戦術の完全実施と全員参加


５．職場組織、運動推進体制の確立と機能強化


⑩職場組織（支部・分会・班）体制の確立


⑪青年部・女性部（青年女性部）の確立と活動活発化


⑫職種評議会（現業公企、衛生医療、社会福祉）の結成


⑬自治研推進体制の確立


６．仲間の拡大


⑭未加入・脱退者および長期臨時・非常勤職員の組織化　


⑮消防協・家族会・退職者会の組織化


⑯公社・事業団・社協や「地域公共サービス関連職場」との交流と組織化


７．単組財政の確立


⑰組合費1,000分の20プラス地区連合等会費・闘争資金および共済基本型掛け金を別途徴収


⑱道本部組合費90％納入および定期納入の達成























